
令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 市長公室

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）
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Ⅱ「彩りあるまち」の実現

1
情報発信強化
事業

　本市の情報を市民へ正
確に迅速かつ分かりやす
く、より効果的に届ける
ため、SNSやLINEなどを活
用した情報発信を強化す
る。

広報
戦略
課

市公式LINE
の友だち登
録者数

毎年
度

81,343
人

R5 90,000 人 92,857 人 103.2% 43,249 37,486 順調

　市公式LINEでは、リッチメニューの改良や
「市政だよりまちがい5」への応募、区役所手
続きの予約機能の追加など、利便性向上に向け
た機能強化を実施した結果、友だち登録者数は
令和5年度から11,514人増加し、順調に推移し
ていると評価できる。

継続

2
シティプロ
モーション推
進事業

　テレビ、雑誌、SNSなど
多種多様なメディアを活
用して北九州市のポテン
シャルやまちの魅力など
ポジティブなイメージを
広く発信する。

広報
戦略
課

北九州市が
好きだと答
えた（肯定
的な回答を
した）市民
の割合

毎年
度

87.0% R5 90.0 ％ 85.2 ％ 94.7% 71,037 69,624
概ね
順調

　「北九州市のことが好きである」と回答した
人の割合が令和5年度から若干減少したもの
の、「誇りや自信を感じる」と回答した人の割
合が増加した。広報・プロモーション活動は、
対外的な魅力発信のみならず、市民のシビック
プライド醸成にも貢献し、そのことによって市
民が自慢の北九州市を伝えたり勧めたりしたく
なり、それがさらにポジティブな都市イメージ
の浸透につながる。
　今後も統一的な都市イメージを発信するた
め、Action!を旗印に情報発信を行い、様々な
メディア等を活用し、戦略的なシティプロモー
ションを展開していきたい。

継続

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）目標値 実績値目標値 実績値

都市ブランドの確立（ポ
ジティブな情報発信によ
る北九州市のイメージ
アップ）
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業
号

事
事
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主要事務
事業名

事業概要
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 危機管理室

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）
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Ⅲ「安らぐまち」の実現

1
大規模災害に
備えた備蓄整
備事業

　「福岡県地震に関する
防災アセスメント調査」
による本市最大避難者数
（約22,000人）の想定を
基に、非常用食料、非常
用飲料水、要配慮者用の
生活物資等を、市内で計
画的に備蓄整備する。

危機
管理
課

備蓄の適正
量の整備

―

食料
198,000食
飲料水
6,600ℓ
ミルク
2,400食

R5

食料
198,000食
飲料水
6,600ℓ
ミルク
2,400食

食料
198,000食
飲料水
6,600ℓ
ミルク
2,400食

100.0% 19,263 22,364 順調
　非常用食料、非常用飲料水、要配慮者用の生
活物資等を、5年サイクルで1/5ずつ購入・入替
することにより、計画的に備蓄整備している。

継続

2
地域と連携し
た避難所開
設・運営事業

　迅速な避難所の開設や
地域防災力の向上等のた
め、市と地域住民が連携
し避難所の開設・運営を
行う。

危機
管理
課

参画する校
区まちづく
り協議会数

― 35校区 R5 40 校区 37 校区 92.5% 7,600 5,790
概ね
順調

　達成率は100％ではなかったものの、令和6年
度に、市と参画団体との連携強化及び避難所運
営体制の見直しを行ったことで、参画校区数は
増加した。
　引き続き、地域への事業説明等を通じて理解
を深め、参画するまちづくり協議会数の増加を
図る。

継続

3
市総合防災訓
練

　近年、大規模化、激甚
化が進む災害に対応する
ため、災害シミュレー
ションの検討を行い、よ
り実践的で効果のある訓
練を実施する。

危機
管理
課

「実際に災
害が起きて
も対応でき
る・概ね対
応できる」
と回答した
人の割合の
上昇（訓練
実施後にア
ンケート）

― 77.0% R5 80.0 ％ 82.0 ％ 102.5% 6,000 3,982 順調

　令和6年度は、市職員の災害対応能力の向上
を目的として、災害対策センター運営訓練を実
施した。訓練後の参加者アンケートでは、「実
際に災害が起きても対応できる・概ね対応でき
る」と回答した職員の割合は82％であった。
　災害対策センターは、北九州市の災害対応に
おいて重要な組織であるため、人事異動等職員
の入れ替わりに対応できるよう、継続的に実施
していく。

継続

4
個別避難計画
作成促進事業

　災害発生時等に自力で
避難することができない
避難行動要支援者（高齢
者や障害者等）の個別避
難計画を、福祉専門職と
連携して作成する。

危機
管理
課

個別避難計
画作成率

R8 37.0% R3 65.0 ％ 68.8 ％ 105.8% 4,900 4,227 順調

　個別避難計画作成対象者の中で、自治会等で
の作成が困難であった対象者について、福祉専
門職に作成を委託したことにより、個別避難計
画作成率が向上した。

継続

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

自助・共助・公助による
防災力のさらなる強化
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業
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事
事
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主要事務
事業名

事業概要
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 技術監理局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年
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標
度
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年
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準
度

基
年

達成率

Ⅲ「安らぐまち」の実現

1
i-
Construction
推進事業

　建設現場でICTを活用
し、建設業の生産性を向
上する「iー
Construction」の推進・
普及拡大を目指す。
　地元建設業等と連携し
て、新技術等に関する研
修の実施など、受発注者
の技術力向上を図り、建
設業界全体の働き方改革
の実現、魅力の向上につ
なげる。

技術
企画
課

「i-
Constructi
on」に関す
る体験会、
技術研修参
加者の満足
度の向上
（R7年度か
ら統一書式
にてアン
ケートを実
施）

R8 ― ― ― ― ― 300 29
概ね
順調

　「i-Construction」に関する技術向上を目指
す体験会や技術研修への参加者数（基準値年度
(R3)：330人→R6：538人）は増加しており、概
ね順調である。
　技術研修に関しては、参加促進及び新たな研
修の開催を検討し、参加者数増を図る。
　研修のアンケートは、令和7年度研修より書
式を統一して実施のため、令和6年度は未実
施。

継続

2

公共工事関係
部署における
「しごと改
革」推進事業

　「公共工事関係部署の
DX推進プラン」に基づ
き、市役所の工事関係部
署の「しごと改革」を推
進する。
　また、公共工事に携わ
る市内建設業者の利便性
向上を図り、「新・担い
手3法」が目指す建設業の
「働き方改革」を推進す
る。

技術
企画
課

庁内工事情
報共有シス
テムの利用
率の増加

R7 25.0% R4 50.0 ％ 95.0 ％ 190.0% 1,794 1,478 順調

　令和6年度は、庁内工事情報共有システム
（KitaQ工事ネット）を改修し、公告用データ
の受け渡しをシステム上で行うことが可能と
なったため、利用率が大幅に増加した。
　令和7年度は、システム上のデータベースの
機能を改修予定。併せて、取扱説明会や動画配
信も実施し、円滑な利用を促進し、システム利
用率のさらなる向上を図っていく。

継続

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

インフラＤＸの推進によ
る市内建設業の生産性向
上および人材育成

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 政策局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）
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標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
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基
年

達成率

Ⅰ「稼げるまち」の実現

メガリージョンの視点に
よる近隣市町との連携

1
メガリージョ
ン推進事業

　メガリージョンの視点
で、北部九州地域の一体
的な発展を目指すため、
福岡市や下関市、連携中
枢都市圏とのトップ会談
の開催や、自治体間の連
携事業の推進・拡大に向
けた調査・検討を実施す
る。

政策
課

北九州都市
圏域内の宿
泊者数

―
2,338千

人
R1 2,268 千人 集計中 ―

関門エリア
の観光消費
額の増加

R7
646.8
億円

R3 2,230.3 億円 集計中 ― 15,970 5,621
概ね
順調

　各連携市町との定期的な連絡会を実施し、よ
り一層の連携強化を図った。
　また、関門連携では、両市長会談を通して両
市の市民交流や関門エリアの観光を促進する事
業をPRした。
　更に北九州都市圏域では圏域のPRを図るた
め、福岡都市圏などでプロモーションイベント
を開催した。
　活動指標である連携都市との協議数は目標数
値を上回り（目標：14回、実績：16回）、成果
指標の宿泊者数や観光消費額も増加傾向となっ
ていることから、「概ね順調」と判断。

継続

若者のチャレンジ支援 2

シン・ジダイ
創造事業（若
者のチャレン
ジ応援）

　若者の自由な発想や提
案を引き出し、それらを
実現させるための教育や
伴走支援等を行い、地域
一体で「日本一若者を応
援するまち・北九州市」
の実現を目指す。

Z世
代課

北九州市の
最近のイ
メージで
「活躍する
若者をよく
目にするよ
うになっ
た」と答え
た人の割合

R8 ― ― ― 8.6 ％ ― 50,000 45,654
概ね
順調

　若者から独創的なアイデアを募集して、専門
家などが実行までを支援するアイデアコンテス
トや若者がチームを組んで事業の計画から実施
までを行うワークショップなど、若者の自由な
発想や提案を引き出し、それらを実現するため
の教育や伴走支援等を行った。
　アイデアコンテストには全国から29件の応募
があり、3件が採択・実行され、これらの取組
が地元に限らず全国メディアも含め69件で取り
上げられた。
　北九州市が若者にとって様々なことにチャレ
ンジできるまちとなり、そのチャレンジにより
市内各地域の活性化が図られつつあることから
「概ね順調」と判断。

継続

女性のキャリア形成支援 3

女性の視点を
生かした都市
課題解決推進
事業

　女性の視点を生かして
都市課題の発見・解決を
図るとともに、取組を通
じて次世代の女性リー
ダーを育成するため、市
政へのアイデア提言プロ
ジェクト「Woman Will 北
九州」を運営・実施す
る。

Woma
n
Will
推進
室

市政への課
題提言数

R7 ― ― 5 件 ― ― 5,000 4,636 順調

　令和6年8月に、社会人・専業主婦・学生等の
様々な女性メンバーで構成されるWomanWill北
九州を立ち上げ、定期活動や中間報告会など、
市への政策提言に向けた5回の活動を行った。
  令和7年度も引き続き、令和7年10月に実施予
定の政策提言（最終報告会）に向けて活動を行
う。評価としては、政策提言（最終報告会）に
向け着実に事業実施しているため「順調」と判
断。

継続

女性が働き続けることが
できる就労環境の整備の
支援

4
ワーク・ライ
フ・バランス
推進事業

　多様な働き方や暮らし
方を選択でき、活力ある
豊かな社会の実現を目指
して、企業等の取組の支
援や、広報・啓発など
ワーク・ライフ・バラン
ス（仕事と生活の調和）
の推進を図る。
　また、「働きやすいま
ち北九州」の実現を目指
し、北九州イクボス同盟
の拡大や取組支援等を行
う。

Woma
n
Will
推進
室

「仕事と生
活の調和
（ワークラ
イフバラン
ス）」が取
れていると
思う人の割
合

― 62.7% R5
R5年度
比増加

62.8 ％ 100.2% 4,359 3,807 順調

　女性活躍・ワークライフバランス表彰では新
たに4社が受賞し、目標通りの表彰数となっ
た。
　女性活躍やワークライフバランスの推進に取
り組む企業へのアドバイザー派遣、各種セミ
ナー開催などの支援について、申込件数は令和
5年度とほぼ同程度（R5：27回→R6：28回）で
あった。
　また、これから取り組もうとする企業の参考
になるよう、市内の様々な業種の企業の先進的
な取組事例をホームページで紹介するなど、周
知方法を工夫した。
　仕事と生活の調和が図られていると感じる人
の割合が増加しており、総合的に「順調」と判
断。

継続

Ⅱ「彩りあるまち」の実現

DXによる市民サービス向
上

5
スマらく区役
所サービスプ
ロジェクト

　行政手続きにかかる時
間をできる限り短縮し、
快適・便利な行政サービ
スを提供するため、手続
きのオンライン化促進な
ど、デジタル技術を活用
した新たな窓口サービス
の構築をフロントヤード
からバックヤードまで総
合的に進める。

DX・
AI戦
略室

オンライン
申請率の向
上

R7 24.0% R4 45.0 ％ 40.1 ％ 89.1%

集約する窓
口業務に従
事している
職員の作業
時間の削減

R9 ― ―

対象業
務の窓
口職員
作業時

間
▲50.0

％ ▲45.5 ％ 91.0% 287,583 207,806 順調

　令和7年度対象手続きのオンライン化率100％
達成に向け、オンライン申請ツールを提供する
とともに伴走支援を実施した。
　業務集約については、行政事務センターを設
置し、子ども家庭分野の2業務について、業務
の集約・移行を実施した。その結果、「手続き
オンライン化率」、「オンライン申請率」、
「集約業務に従事する窓口職員の作業時間削
減」については、いずれも目標達成に向けて順
調に推移している。
　今後の課題として、令和7年度中にオンライ
ン申請率のさらなる向上に向けた積極的な市民
周知を図る。
　業務集約については、作業時間の削減に向
け、業務フローの効率化を継続的に行うととも
に、業務移行の拡大に向けた詳細調査を実施す
る。

拡充

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要 評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 政策局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要 評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

Ⅲ「安らぐまち」の実現

外国人との共生社会の実
現に向けた環境整備

6
外国人との共
生社会推進事
業

　外国人市民が地域の一
員として本市に定着し社
会の活力となることを目
指し、北九州国際交流協
会とともに、多言語での
相談体制整備や生活情報
の提供など暮らしやすい
生活環境づくりを行う。
また、多文化共生の意識
醸成に向けた事業を実施
し、国籍に関わらず誰に
とっても魅力ある地域づ
くりを進める。

国際
政策
課

市民の「多
文化共生」
という言葉
の認知度

― 59.5% R5 62.0 ％ 55.9 ％ 90.2%

「暮らしや
すい」と回
答した人の
割合（外国
人市民アン
ケート：1
回／5年）

― 72.4% R5 ― ― ― 65,821 64,266
概ね
順調

　令和6年度は、留学生支援ネットワーク加盟
団体のうち、留学生受け入れ機関の実務担当者
にヒアリングを実施。留学生の生活状況、就
職、困りごと、行政への要望など様々なニーズ
を把握し、外国人との共生社会の実現に向け
て、外国人市民の課題・現状の把握に努めてい
ることから、「概ね順調」と判断。
　拾い上げたニーズから個別施策へと展開して
いくためには、各局との連携が重要であり、庁
内横断的な連携体制を強化する必要がある。令
和7年度からは、「外国人材の受入れ環境整備
事業」において、引き続き取り組んでいく。

廃止
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 総務市民局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅱ「彩りあるまち」の実現

DXによる市民サービス向
上

1

証明書コンビ
ニ交付サービ
ス維持管理事
業

　マイナンバーカードを
活用した証明書コンビニ
交付サービスを実施す
る。

区政
推進
課

コンビニ交
付対象証明
書に占める
コンビニ交
付の利用率
の向上

R7 50.0% R5 47.0 ％ 44.5 ％ 94.7% 59,052 52,857
概ね
順調

　人口に対するマイナンバーカードの保有率は
目標値に向けて順調に増加（目標：80％、実
績：78％）している。
　コンビニ交付対象証明書に占めるコンビニ交
付の利用率は目標値に近づいており、着実に普
及が進んでいる。
　今後マイナンバーカードの保有率及びコンビ
ニ交付の利用率がさらに増加するよう、啓蒙活
動に積極的に取り組む。

継続

Ⅲ「安らぐまち」の実現

2
防犯カメラ運
用事業

　安全・安心な市民生活
を確保し、犯罪に強い都
市づくりを推進するた
め、街頭防犯カメラの設
置、運用を行う。

安
全・
安心
推進
課

刑法犯認知
件数

毎年 6,044件 R5
R5年比

減
6,482 件 92.8% 39,464 35,010

概ね
順調

  安全・安心な市民生活を確保し、犯罪に強い
都市づくりを推進するため、繁華街防犯カメラ
および主要駅周辺への防犯カメラの維持管理、
運用を行った。
  また、令和7年度のメイン事業となる繁華街
（小倉・黒崎）の防犯カメラの全面的な更新に
向けて、通信方法などを見直し、画質の向上を
図るために通信システム構築を試験実施するな
ど防犯対策の更なる推進を図った。

拡充

3
防犯灯設置事
業

　安心して生活できるま
ちづくりの推進の一環と
して、夜間における犯罪
の発生を防止し公衆の通
行の安全を図るため、LED
防犯灯を設置する。

安
全・
安心
推進
課

刑法犯認知
件数

毎年 6,044件 R5
R5年比

減
6,482 件 92.8% 26,057 20,179

概ね
順調

　安心して生活できるまちづくりの推進の一環
として、夜間における犯罪の発生を防止し公衆
の通行の安全を図るため、LED防犯灯の設置お
よび防犯灯の維持管理を行った。

拡充

4
暴力追放推
進・支援等事
業

　市民、企業、団体等が
暴力団排除の認識を深
め、暴力団排除活動に取
り組むことができるよう
広報啓発及び支援を行っ
ていく。
　また、福岡県警や（公
財）福岡県暴力追放運動
推進センター、北九州暴
力追放推進会議、各区防
犯協会等とも連携を図
り、暴力排除並びに地域
防犯活動を推進すること
で、安全・安心なまちづ
くりを進めていく。

安
全・
安心
推進
課

暴追対策に
対して評価
した市民の
割合の増加
（行政評価
市民アン
ケート）

R11 48.0% H25

R5年度
比増

（R5：
81.4％

）

75.4 ％ 92.6% 10,100 6,285
概ね
順調

　令和6年度は令和5年度と同様、暴追大会や暴
排研修を実施し、市民や企業等が、暴力団排除
の認識を深める機会を設けることができた。
　今後も引き続き、市民や企業等が自主的に暴
力団排除活動に取り組むことができるよう広報
啓発及び支援を行っていく。

継続

5
若者の犯罪行
為への加担防
止啓発事業

　若者が「闇バイト」等
の犯罪行為に加担するこ
とを防止するため、市内
でウェブを閲覧する若者
を対象としたターゲティ
ング広告やホームページ
等で広報啓発を行う。

安
全・
安心
推進
課

暴追対策に
対して評価
した市民の
割合の増加
（行政評価
市民アン
ケート）

R8 48.0% H25

R5年度
比増

（R5：
81.4％

）

75.4 ％ 92.6% 1,500 1,500
概ね
順調

　令和6年度は、より効果的に若者にメッセー
ジが届く手段を検討し、インターネット広告や
動画放映等、様々な方法で広報活動を実施し
た。中でも「ターゲット広告」では、若者に対
象を絞りインターネットでメッセージを届ける
直接的な広報啓発を実施することができた。今
後も効果的な広報手段を検討し実施していく。

継続

6
地域総括補助
金

　地域が一体となった地
域づくりを促進するた
め、市各部局が事業ごと
に地域団体に交付してい
た補助金を一本化し、ま
ちづくり協議会に交付す
る。
　さらなる課題に対応す
るため、地域総括補助金
の全14事業のうち、6事業
を一括して交付する
「(仮)地域コミュニティ
交付金」を創設、令和7～
8年度にモデル校区で導入
し、本格実施にあたって
の課題整理等を行う。

地域
振興
課

地域総括補
助金を導入
したまちづ
くり協議会
数

― 130団体 H26 137 団体 137 団体 100.0%

交付金制度
を導入した
まちづくり
協議会の数

R8 ― ―

―
(R7年度
制度開
始予定)

― ― 269,870 266,438 順調

 　地域総括補助金を導入したまちづくり協議
会数は、目標を達成した。
「(仮)地域コミュニティ交付金」については、
モデル実施に向けた課題について関係課との協
議を行った。

継続

7
市民センター
管理運営・整
備事業

　市民（サブ）センター
136館の管理運営・整備を
行い、市民センターを拠
点とした地域づくりを推
進する。

地域
振興
課

若者・現役
世代の利用
率の増加

―

R6年度
のアン
ケート
結果を
もって
設定

R6 ― 20.4 ％ ― 2,129,365 2,122,603
概ね
順調

　多世代による市民センターの利用を促進する
ため、市民センター条例を改正し、有料のイベ
ントや講座、商品販売等ができるよう、利用目
的の多目的化を行った。

継続

評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

主な取組と成果に対する評価
決算額

（千円）
予算額

（千円）

防犯カメラや防犯灯の増
設やAIなどの技術を取り
入れた防犯対策の更なる
推進

暴力団対策の強化、市外
発信による「安全・安心
なまち」のイメージ定着

ソーシャル・キャピタル
（地域における繋がり）
の強化

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 総務市民局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率
評価

今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

主な取組と成果に対する評価
決算額

（千円）
予算額

（千円）
主な施策

務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課

地域活動の抜本的な見直
しによる活発化

8

多世代が参
加・交流でき
る自治会活動
支援事業

　持続可能な地域コミュ
ニティづくりを進めるた
め、子育て世代等が参
加・交流できる運営や新
たな住民ニーズに応える
活動に取り組む自治会を
支援するとともに、大学
生やNPO等、新たな担い手
の参画の仕組みづくりに
取り組む。

地域
振興
課

地域づくり
活動への参
加者の割合
の増加

R7 39.6% H29 50.0 ％ 30.7 ％ 61.4% 8,500 5,935
やや
遅れ

　「地域づくり活動への参加者の割合」は令和
5年度29.7％、令和6年度30.7％であり増加して
いるものの、目標に対する達成率は61.4％であ
る。以上から「やや遅れ」と判断。
　今後も、市民の地域づくり活動への参加割合
を増やすため、継続的な働きかけを推進してい
くとともに、2040年の目指すべき地域コミュニ
ティの将来像を示す「北九州市地域コミュニ
ティビジョン」を策定する。

継続
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 財政・変革局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅲ「安らぐまち」の実現

公共施設マネジメントの
推進

1
公共施設マネ
ジメント推進
事業

 公共施設を取り巻く様々
な環境の変化を踏まえ、
総量抑制のみにとらわれ
るのではなく、公民連携
による建替えや運営改善
などにより「施設の価値
を最大限発揮させ、新た
な価値を創出する」な
ど、公共施設の持続可能
な運営および最適化に向
けた取組を推進する。

市政
変革
推進
室

新たな公共
施設マネジ
メント計画
を策定し、
公共施設の
持続可能な
運営および
最適化に向
けた、個別
施設ごとの
事業目標設
定

R8
設定
（R
6-
R7
作業
中）

― ― ― ― ― 11,410 9,778 順調

  公共施設の持続的な運営に加え、施設の価値
を最大限発揮させ、新たな価値を創出する、新
しい公共施設マネジメントの方向性を打ち出し
た。
  これに基づき、施設所管部局における施設点
検を実施し、公共施設の最適化に向けた、個別
施設ごとの事業計画の検討に着手しており、
「順調」と判断。

継続

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 保健福祉局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅰ「稼げるまち」の実現

1

介護サービス
等給付費（在
宅サービスの
提供）

　高齢者が支援や介護が
必要になっても、住み慣
れた地域で日常生活を営
むことができるよう、訪
問介護・通所介護などの
在宅サービス・地域密着
型サービスの提供を行
う。

介護
保険
課

在宅サービ
スの
利用人数

R7
35,392

人
R5 36,902 人 36,009 人 97.6% 51,740,773 49,905,174

概ね
順調

　「北九州市しあわせ長寿プラン」に基づき、
地域密着型サービス（定期巡回・随時対応型訪
問介護看護、小規模多機能型居宅介護、看護小
規模多機能型居宅介護）の整備は概ね予定どお
り進捗しており、在宅サービス利用者の数も増
加していることから、「概ね順調」と判断し
た。

継続

2
先進的介護
「北九州モデ
ル」推進事業

　介護現場の働き方改革
を推進するため、ICT・介
護ロボット等を活用した
業務改善手法「北九州モ
デル」の市内介護施設へ
の普及を図り、先進的介
護の実効性を高める。
　また、介護助手活用モ
デルの社会実装による先
進的介護の深化・拡充に
取り組むとともに、在宅
版「北九州モデル」の構
築を推進する。

先進
的介
護シ
ステ
ム推
進室

介護ロボッ
ト等導入施
設数

R7 117件 R4 140 件 166 件 118.6% 57,300 53,173 順調

　介護現場の働き方改革を推進するため、市内
5か所の介護施設にICT・介護ロボット等を活用
した「北九州モデル」の導入を含む職場改善支
援を実施した。
　また、北九州市介護ロボット等導入支援・普
及促進センターによる北九州モデルの情報発信
や、「介護ロボットマスター育成講習」の実施
により、介護ロボット等の導入施設数は目標を
上回る結果となった。以上の理由により「順
調」と判断。
　今後も引き続き市内介護施設の現場ニーズに
沿った介護ロボット等の普及を図ることが必要
である。

継続

多様な人材（高年齢者、
外国人）の活用による人
材確保

3
外国人介護人
材育成支援

　外国人介護人材の介護
福祉士の資格取得やスキ
ルの向上を支援し、介護
の質の向上を図るととも
に、介護分野への外国人
の就労・定着を促進す
る。

介護
保険
課

介護福祉士
合格率

R7 ― ― 30.0 ％ 13.3 ％ 44.3% 2,500 2,093 遅れ

　介護福祉士国家試験の合格を目指すコースと
介護現場のスキルアップ向上を目指すコースの
2コースを開講した。講座受講外国人数は目標
値（30人）達成。令和6年度の介護福祉士国家
試験合格率は13.3％（受講者15名中2名合格）
と全国並みであったが、目標値30％の半数以下
となった。合格率を高めるため、令和7年度で
は外国人介護人材の介護福祉士取得コースに特
化して本事業を行う予定である。

継続

市内企業における「健康
経営」の意識の拡大

4
地域・職域連
携の推進

　就労世代の健康づくり
や事業所における健康経
営を推進するため、「地
域保健」と「職域保健」
を推進する団体で設置し
た会議において、市域の
健康課題やぞれぞれの取
組を共有し、効果的・効
率的な官民協働の取組を
進める。

健康
推進
課

健康経営を
推進する市
内企業等の
増加

R9
1,464事

業所
R5 1,550

事業
所

1,559
事業
所

100.6% 2,000 1,939 順調

　令和6年度は「北九州市働く世代の健康づく
り推進会議」を設置。健康づくりに関する小規
模事業場への実態調査を行うとともに、課題や
ニーズの把握等を行うなど、働く世代の健康づ
くりの促進に向けた取組を着実に進めている。
また、「健康経営を推進する市内企業等の数」
も増加している。今後、健康づくり活動を実践
している民間企業とも連携・協働し、健康経営
や検診の受診促進に取り組んでいく。

拡充

Ⅱ「彩りあるまち」の実現

彩りある文化・芸術によ
るにぎわいの推進

5
障害者文化芸
術活動等推進
事業

　障害者の文化芸術活動
の振興を図るため、作品
展等障害者の文化芸術活
動の発表の場を設けると
ともに、障害者の創意意
欲を助長するための必要
な支援を行う。
　また、とかく家に閉じ
こもりがちでサービスを
受ける立場になりがちな
障害者が、地域社会へ一
歩踏み出し、社会の一員
として自立するためのさ
まざまな支援事業を行
う。

障害
福祉
企画
課

障害者芸術
祭への作品
出展数

R7 268点 R5 280 点 299 点 106.8%
障害者芸術
祭来場者数

R7 1,200人 R5 1,200 人 800 人 66.7% 8,100 7,915
概ね
順調

　障害者芸術祭への作品出展数は、過去最高の
299点となり、障害のある方に芸術祭を認知し
ていただき、芸術作品を展示する機会を提供す
ることができた。
　しかし、障害者芸術祭の来場者数について
は、目標値1,200人に対して800人にとどまり、
多くの市民に障害のある方の文化・芸術に親し
んでもらうことができなかった。
　今後も、障害者芸術祭に限らず、障害のある
方の文化・芸術を通じて障害のある方の社会参
加の促進に努める。

継続

スポーツによるにぎわい
づくり

6
障害者スポー
ツ振興事業

　スポーツを通じて障害
のある人の体力の維持・
向上や、機能回復等を図
るとともに、社会参加を
促進するため、市内の障
害者スポーツ大会開催、
障害者のためのスポーツ
教室や水泳教室の開催に
必要な支援を行う。

障害
福祉
企画
課

障害者ス
ポーツ教室
参加者数

R7 1,033人 R5 1,100 人 1,163 人 105.7%

障害者ス
ポーツ教室
新規参加者
数

R7 233人 R5 250 人 503 人 201.2% 51,760 50,624 順調

　障害者スポーツ教室参加人数については、令
和5年度を上回る1,163人となり、新規の参加者
は約半数を占めた。新規の参加者が多かったこ
とは、障害のある方の社会参加の促進に繋がっ
たと考えられる。今後も継続してスポーツに親
しんでいただけるよう、スポーツ教室の開催場
所や内容について関係団体と連携を図る。

継続

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

介護離職の減少に向けた
介護サービスの充実

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要 評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値
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Ⅲ「安らぐまち」の実現

人権文化のまちづくり 7
市民への人権
啓発の推進

　「人権文化のまちづく
り」の実現に向けて、
様々な手法を活用し、幅
広く市民への人権啓発を
推進する。

人権
文化
推進
課

「人権尊重
意識の5～6
年前との比
較で高まっ
ている」と
回答した割
合（人権問
題に関する
市民意識調
査）

R7 19.7% R2 ― ― ― 74,528 69,940 順調

　人権啓発事業の参加者数は目標を大きく上回
り（目標：11,343人、実績：54,739人）、より
多くの市民に向けて啓発を実施できたため「順
調」と判断。

継続

8
生活支援体制
整備事業

　地域福祉活動の基盤を
整備するため、地域支援
コーディネーターを各区
に配置することなどによ
り、住民主体による地域
の支え合い活動の計画づ
くりを支援する。
　地域特有の課題と資源
を踏まえ、助け合い活
動、買い物支援、高齢者
サロン等の新たな社会
サービスの創出を図る。

地域
福祉
推進
課

小地域福祉
活動計画の
策定校(地)
区数

R7 95箇所 R4 115 箇所 141 箇所 122.6% 116,000 113,137 順調

　住民主体による見守り・支え合いを実現する
ために、懇切丁寧な説明と地域支援コーディ
ネーター等によるきめ細やかな支援を行ってい
るが、地域住民の合意形成のもと助け合いの土
壌を醸成するには相応の時間を要する。
　今後も、さまざまな団体との顔の見えるネッ
トワークづくりを進め、新たな活動の担い手や
地域資源の発掘に取り組む。

継続

9
地域包括支援
センターの運
営

　地域包括ケアシステム
の構築を進めるため、総
合相談や権利擁護、包括
的支援、介護予防ケアマ
ネジメント等の機能を担
う、市内24の地域包括支
援センターと、7の統括支
援センターを設置、運営
する。

地域
福祉
推進
課

地域包括支
援センター
の認知度
（北九州市
高齢者等実
態調査：3
年毎）

R7 47.1% R4 ― ― ― 858,500 774,870 順調

　地域包括支援センターの相談件数は、微減
（R5：218,699件→R6：216,712件）となって
いるが、全ての相談に対し適切に対応してい
る。
　また、地域ケア会議の開催回数も、微減
（R5：580回→R6：568回）となっているが、発
生した全ての検討事案に対し適切に対応してい
る。
　現場の地域包括支援センターによると、相談
や検討事案の減少は実感としては感じられない
とのことから、地域包括支援センターの運営及
び地域ケア会議の開催は、令和5年度と同様に
順調と判断する。
　今後も引き続き、地域包括ケアシステムの深
化・推進のため、地域包括支援センターの適切
な運営に努める。

継続

10

地域リハビリ
テーション支
援体制推進事
業

　高齢者や障害のある
人、その家族が住み慣れ
たところでその人らしく
いきいきとした生活がで
きるよう、地域リハビリ
テーション支援拠点を設
置するとともに、医療機
関や介護サービス事業所
等の協力を得て、身近な
地域でリハビリテーショ
ンに関する相談や支援が
受けられる体制を構築す
る。

地域
リハ
ビリ
テー
ショ
ン推
進課

支援セン
ターへの相
談件数

R8 403件 R5 550 件 429 件 78.0%

地域ケア個
別会議や高
齢者サロン
等の地域活
動の回数

R8 498回 R5 550 回 513 回 93.3% 35,700 35,157
概ね
順調

　地域リハビリテーション支援センターへの相
談件数や地域ケア個別会議及び高齢者サロン等
の活動回数は目標件数を下回るが、令和5年度
と比較し相談及び派遣件数は増加傾向であるた
め「概ね順調」と判断。

継続

11
認知症にやさ
しいまちづく
り事業

　認知症の人やその家族
が住み慣れた地域で安心
して暮らせるまちづくり
を推進する。

認知
症支
援・
介護
予防
課

認知症と聞
いて、家族
に迷惑をか
けそうで心
配である人
の割合（北
九州市高齢
者等実態調
査：3年
毎）

R8 53.9% R4 ― ― ―

認知症に
なっても自
宅で生活を
続けられる
か心配であ
る人の割合
（北九州市
高齢者等実
態調査：3
年毎）

R8 42.2% R4 ― ― ― 65,320 45,514 順調

　認知症サポーター養成講座については、公共
施設や企業等での開催を継続しつつ、令和6年
度は新たに放課後児童クラブにおいても講座を
開催した。若い世代の方々にも認知症について
理解を深めていただいた結果、事業目標の受講
者数11万人達成につながった。

継続

地域包括ケアシステムの
深化・推進
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12

介護サービス
等給付費（在
宅サービスの
提供）

　高齢者が支援や介護が
必要になっても、住み慣
れた地域で日常生活を営
むことができるよう、訪
問介護・通所介護などの
在宅サービス・地域密着
型サービスの提供を行
う。

介護
保険
課

在宅サービ
スの
利用人数

R7
35,392

人
R5 36,902 人 36,009 人 97.6% 51,740,773 49,905,174

概ね
順調

　「北九州市しあわせ長寿プラン」に基づき、
地域密着型サービス（定期巡回・随時対応型訪
問介護看護、小規模多機能型居宅介護、看護小
規模多機能型居宅介護）の整備は概ね予定どお
り進捗しており、在宅サービス利用者の数も増
加していることから、「概ね順調」と判断し
た。

継続

13
在宅医療の普
及促進

　患者の希望に沿った在
宅医療サービスの提供が
なされるよう、在宅医療
の環境整備を推進する。

地域
医療
課

在宅療養支
援病院・診
療所数

R8 191か所 R5
R5年度
比増

198 か所 103.7% 97,500 97,461 順調

　在宅医療・介護連携支援センターによる在宅
医療に関する相談支援、在宅医療新規参入・拡
充のための医師向け研修会を実施した。また、
多職種情報共有ツール（病院窓口ガイド）作
成、医療・介護連携ルールや「とびうめ＠きた
きゅう」の普及啓発を行った。
　在宅療養支援病院・診療所数が目標値を上
回った（目標：191か所、実績：198か所）こと
から「順調」と判断。
　今後さらに在宅医療の理解促進、在宅医療資
源の増加を目指し、啓発活動に積極的に取り組
む。

継続

14
いのちをつな
ぐネットワー
ク事業

　単身高齢者などの支援
を必要としている人が社
会的に孤立しないよう、
住民、企業、行政等の地
域全体で見守りを行う
「いのちをつなぐネット
ワーク」を推進する。

地域
福祉
推進
課

いのちをつ
なぐネット
ワーク協力
会員の団体
数の増加

R7
86企

業・団
体

R5
R5年度
比増

87
企
業・
団体

101.2% 20,500 19,514 順調

　担当係長の活動回数は減少（R5：2,276回→
R6：1,970回）しているものの、見守りのネッ
トワーク基盤であるいのちをつなぐネットワー
ク協力会員は増加しており、見守りネットワー
クの構築に向け、順調に進展している。今後
も、支援を必要とする人が社会的に孤立しない
よう、住民・企業等と連携しながら、見守り
ネットワークの推進に努める。

継続

15
福祉ボラン
ティア活動の
推進

　北九州市社会福祉協議
会が行うボランティアの
活動推進事業に対する補
助事業。
　ボランティア・市民活
動センターにおいて、目
的や対象に応じた講座の
実施や、ボランティア
コーディネート、ボラン
ティア団体の活動支援、
関係機関との連携による
情報収集・発信等を行
う。

地域
福祉
推進
課

ボランティ
アコーディ
ネートの件
数

R7 4,386件 R4 5,100 件 4,918 件 96.4% 50,600 50,595
概ね
順調

　継続的なボランティアの啓発や活動支援によ
り、ボランティア登録団体数及びボランティア
人口は、令和5年度と同程度（R5：616団体・
18,479人→R6：612団体・18,189人）の成果が
出ており、ボランティアコーディネートの件数
も順調に増加している。ボランティア活動の推
進を図るため、引き続き補助事業を行い、ボラ
ンティア活動の活性化に寄与していく。

継続

16
認知症にやさ
しいまちづく
り事業

　認知症の人やその家族
が住み慣れた地域で安心
して暮らせるまちづくり
を推進する。

認知
症支
援・
介護
予防
課

認知症と聞
いて、家族
に迷惑をか
けそうで心
配である人
の割合（北
九州市高齢
者等実態調
査：3年
毎）

R8 53.9% R4 ― ― ―

認知症に
なっても自
宅で生活を
続けられる
か心配であ
る人の割合
（北九州市
高齢者等実
態調査：3
年毎）

R8 42.2% R4 ― ― ― 65,320 45,514 順調

　認知症サポーター養成講座については、公共
施設や企業等での開催を継続しつつ、令和6年
度は新たに放課後児童クラブにおいても講座を
開催した。若い世代の方々にも認知症について
理解を深めていただいた結果、事業目標の受講
者数11万人達成につながった。

継続

17
介護シェアリ
ング都市推進
事業

　北九州市が高齢化大都
市のフロントランナーと
して、介護業界に携わる
関係人口を増やし、あら
ゆるリソースを動員して
介護サービスを支える仕
組みを構築する「介護
シェアリング都市」の実
現を目指し、介護人材確
保に繋がる様々な施策を
展開する。

介護
保険
課

スケッター
参加事業所
数

R7 ― ― 10
事業
所

28
事業
所

280.0% 12,400 11,945 順調

　介護人材のすそ野を拡大し、多様な人材の参
入促進につなげることを目指すため、①介護の
しごとに対するネガティブイメージ（キツい仕
事・安い給料・高い離職率等）を払拭し、介護
職に対する認知度の向上やイメージアップに向
けた情報をSNS等で発信。若手介護職員等を対
象としたワークショップを開催し、介護人材不
足の解消に向けた取組を検討していきながら、
若手介護人材のネットワークづくりやコミュニ
ティ形成をサポート。②スケッターによる介護
未経験者マッチング促進を行った。
　みらいつなぐHP閲覧ビュー数（目標：10,000
回、実績：10,879回）、スケッター参加事業所
数ともに目標値達成。

継続

支え合いのネットワーク
づくり（地域共生のまち
づくり）

介護サービスの質・生産
性の向上
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18
先進的介護
「北九州モデ
ル」推進事業

　介護現場の働き方改革
を推進するため、ICT・介
護ロボット等を活用した
業務改善手法「北九州モ
デル」の市内介護施設へ
の普及を図り、先進的介
護の実効性を高める。
　また、介護助手活用モ
デルの社会実装による先
進的介護の深化・拡充に
取り組むとともに、在宅
版「北九州モデル」の構
築を推進する。

先進
的介
護シ
ステ
ム推
進室

介護ロボッ
ト等導入施
設数

R7 117件 R4 140 件 166 件 118.6% 57,300 53,173 順調

　介護現場の働き方改革を推進するため、市内
5か所の介護施設にICT・介護ロボット等を活用
した「北九州モデル」の導入を含む職場改善支
援を実施した。
　また、北九州市介護ロボット等導入支援・普
及促進センターによる北九州モデルの情報発信
や、「介護ロボットマスター育成講習」の実施
により、介護ロボット等の導入施設数は目標を
上回る結果となった。以上の理由により「順
調」と判断。
　今後も引き続き市内介護施設の現場ニーズに
沿った介護ロボット等の普及を図ることが必要
である。

継続

19
救急医療体制
の維持・確保

　夜間や休日における救
急医療体制を維持・確保
する。

地域
医療
課
夜
間・
休日
急患
セン
ター
第２
夜
間・
休日
急患
セン
ター

救急医療体
制の維持

― ― ― ―

医師会
をはじ
めとす
る関係
機関と
の連携
を図
り、救
急医療
体制を
確保

― 1,133,404 1,148,241 順調

　医師会、医療機関、行政の連携のもと、夜
間・休日急患センターの運営や救急医療体制確
保に係る委託事業を実施し、一次から三次まで
の救急医療体制を確保できた。
　今後も、医師の働き方改革など医療を取り巻
く課題等を注視しながら、救急医療体制の確保
に取り組む。

継続

20

総合周産期母
子医療セン
ター、小児救
急・小児総合
医療センター
の運営

【総合周産期母子医療セ
ンター（市立医療セン
ター内）】
・出生前から出産後まで
母子に対する専門的な医
療を24時間体制で提供す
る。
【小児救急・小児総合医
療センター（市立八幡病
院に併設）】
・1次（初療）から3次
（重篤）までの救急医療
を24時間体制で提供す
る。

地域
医療
課

医療体制の
確保・充実

― ― ― ―

必要な
医師の
確保や
必要な
医療器
械を更
新し、
医療体
制を確
保

― 1,088,554 1,137,853 順調

　総合周産期母子医療センターでは、24時間体
制での周産期医療の提供、ハイリスク分娩患者
の優先的な受け入れを行うことができた。ま
た、小児救急センターでは、24時間体制での小
児救急医療の提供を行うことができたため、
「順調」と判断。
　今後も、出生数の低下や働き方改革による医
師の負担軽減の必要性に留意しながら、医療体
制の確保・充実に取り組む。

継続

21
在宅医療の普
及促進

　患者の希望に沿った在
宅医療サービスの提供が
なされるよう、地域の専
門職の参画促進や訪問看
護の充実強化等、在宅医
療の環境整備を推進す
る。

地域
医療
課

在宅療養支
援病院・診
療所数

R8 191か所 R5
R5年度
比増

198 か所 103.7% 97,500 97,461 順調

　在宅医療・介護連携支援センターによる在宅
医療に関する相談支援、在宅医療新規参入・拡
充のための医師向け研修会を実施した。また、
多職種情報共有ツール（病院窓口ガイド）作
成、医療・介護連携ルールや「とびうめ＠きた
きゅう」の普及啓発を行った。
　在宅療養支援病院・診療所数が目標値を上
回った（目標：191か所、実績：198か所）こと
から「順調」と判断。
　今後さらに在宅医療の理解促進、在宅医療資
源の増加を目指し、啓発活動に積極的に取り組
む。

継続

22
精神保健夜間
休日救急体制
の整備・確保

　夜間・休日の精神医療
相談窓口を設置し、精神
障害のある人及び家族等
からの相談に対応する。
　福岡県と政令市（福岡
市、北九州市）が共同で
夜間・休日の精神科緊
急・救急医療体制（24時
間365日）を整備する。

精神
保
健・
地域
移行
推進
課

精神障害の
ある人及び
家族等から
の相談に対
する問題解
決率（適切
な情報提供
及び助言）
95％以上

R7 94.0% R5 94.0 ％ 93.0 ％ 98.9% 35,300 36,007
概ね
順調

　夜間・休日における精神障害者及び家族等か
らの緊急的な精神医療相談に対応可能な窓口を
設置し、必要に応じて医療等に繋げる体制の整
備を行った。精神障害のある人及び家族等から
の相談（年間1,900件）に対する問題解決率
は、目標は下回ったものの、高い水準で推移し
ている。また、医療体制については、福岡県と
政令市（福岡市、北九州市）が共同で整備して
おり、安定的な運用ができていることから、
「概ね順調」と判断。

継続

医療提供体制の維持・確
保、在宅医療の普及・促
進

30



令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 保健福祉局
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ソーシャル・キャピタル
（地域における繋がり）
の強化

23

新たなつなが
りによる支え
合い（ソー
シャルキャピ
タル）創出事
業

　地域活動の担い手が減
少する中、若い世代やNPO
団体などと地域活動との
橋渡しを行い、社会全体
の新たな形でのつながり
（ソーシャルキャピタ
ル）を創出する。

地域
福祉
推進
課

関係団体と
の連携によ
り、地域課
題が解決し
た地域団体

R6 ― ― 2 団体 0 団体 0.0% 3,000 2,494 遅れ

　地域団体とNPO等団体との連携支援に取り組
み、3つの地域団体がNPO等の団体との連携によ
る地域福祉活動を開始したが、地域課題の解決
には至らなかった。今後も継続して連携支援及
び伴走支援に取り組む。

継続

24
地域・職域連
携の推進

　就労世代の健康づくり
や事業所における健康経
営を推進するため、「地
域保健」と「職域保健」
を推進する団体で設置し
た会議において、市域の
健康課題やぞれぞれの取
組を共有し、効果的・効
率的な官民協働の取組を
進める。

健康
推進
課

健康経営を
推進する市
内企業等の
増加

R9
1,464事

業所
R5 1,550

事業
所

1,559
事業
所

100.6% 2,000 1,939 順調

　令和6年度は「北九州市働く世代の健康づく
り推進会議」等を3回開催し、構成団体と取組
の共有、意見交換を通して令和7年度以降の事
業方針を決定した。また、実態調査より小規模
事業場の健康づくりにおける課題や意識、ニー
ズ等を把握した。地域・職域連携の推進につい
ては会議の構成団体の情報や取組を共有し、連
携した取組を行う準備ができている段階にある
と評価した。「健康経営を推進する市内企業等
の数」は増加しており、目標値も達成したが、
今後は健康づくり活動を実践している民間事業
所とも連携・協働し、より効果的・効率的な取
組を展開しながら更なる健康経営の機運の醸成
を図っていきたいと考える。

拡充

25
各種健診（検
診）の実施

　生活習慣病の予防等の
ため、特定健診やがん検
診等の実施、及び各種健
診（検診）の受診促進を
行う。

健康
推進
課

メタボリッ
クシンド
ロームの該
当者及び予
備軍の減少

R11 34.9% R4 34.6 ％ 集計中 ―

がんの年齢
調整死亡率
（10万人あ
たり）の減
少

R7

男性：
444.7
女性：
205.2

R2 ― ― ― 1,312,381 1,240,273
概ね
順調

　特定健診やがん検診等、各種健診（検診）を
計画通り実施するとともに、働く世代の受診促
進や集団検診の予約時期の前倒しなど、受診率
向上に向けた取組も進めており、「概ね順調」
と判断した。今後も、市医師会や民間企業と連
携し、生活習慣の改善やがんの早期発見等に取
り組んでいく。

継続

26
オーラルヘル
スの推進

　歯科疾患の予防等のた
め、生涯を通じた歯科健
（検）診等を実施する。

健康
推進
課

3歳児でむ
し歯のない
者の割合の
増加

R9 87.7% R4 89.7 ％ 88.8 ％ 99.0%

かかりつけ
歯科医がい
る者の割合
の増加（40
～64歳）

R10 69.0% R4 ― ― ― 108,691 105,453
概ね
順調

　3歳児歯科健康診査の受診率は令和4年度に比
べて減少（R4：67.9％→R6：66.5％）したが、
3歳児でむし歯のない者の割合は令和4年度に比
べて増加していることから「概ね順調」と判断
した。

継続

27
地域介護予防
活動実践者支
援事業

　市民が身近な地域で健
康づくりや介護予防に取
り組めるよう、「きた
きゅう体操」「ひまわり
太極拳（タイチー）」
「公園で運動教室」等の
普及教室を開催する。
　また、地域における
リーダー（普及員）の育
成・支援を行い、自主
化・継続化を推進する。

認知
症支
援・
介護
予防
課

通いの場に
参加した人
の割合（介
護予防・日
常生活圏域
ニーズ調
査）

R8 19.3% R4 23.0 ％ ― ― 33,500 27,519 順調

　「きたきゅう体操」「ひまわり太極拳（タイ
チー）」「公園で健康づくり」において普及員
養成講座を実施し、29人の普及員を養成するこ
とができた。今後も市民が身近な地域で健康づ
くりや介護予防に取り組めるよう普及員の育
成・支援を継続して行う。

継続

28
高齢者地域人
材育成の推進

　年長者研修大学校（周
望学舎・穴生学舎）及び
北九州穴生ドーム、並び
に生涯現役夢追塾の運営
や、高齢者の社会参加を
促進する情報の総合的な
収集・提供、マッチン
グ、相談対応を行う「い
きがい活動ステーショ
ン」の運営などを通し
て、地域で活躍する高齢
者人材を育む。
　あわせて、既存事業の
あり方を見直し、地域活
動・就業・生涯学習の推
進など横断的な生涯現役
応援の仕組みづくりに着
手する。

長寿
社会
対策
課

地域活動に
ついて、
「行ってい
る」と回答
した人の割
合の増加
（年長大利
用者アン
ケート）

R8 42.0% R5 45.0 ％ 45.5 ％ 101.1% 204,909 205,350 順調

　いきがい活動ステーションのホームページ・
SNS利用件数と、地域活動について、「行って
いる」と回答した人の割合は、ともに達成して
おり、「順調」と判断。
　一方、地域における支援を必要とする人の増
加が今後も見込まれる中、高齢者が経験や知識
を活かして、支える側としての活躍を続けるこ
とが求められる。
　また、年長者研修大学校や生涯現役夢追塾に
おいては開設当時からの時代の変化や求める成
果との乖離等の課題がある。学びを実践に活か
す仕組みづくりや就業・デジタル活用など幅広
く生涯現役の活躍を推進する今後のあり方を検
討し、見直しを行う必要がある。

拡充

健康寿命の延伸・健康格
差の縮小

高齢者の社会参加の推進
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29
障害者文化芸
術活動等推進
事業

　障害者の文化芸術活動
の振興を図るため、作品
展等障害者の文化芸術活
動の発表の場を設けると
ともに、障害者の創意意
欲を助長するための必要
な支援を行う。
　また、とかく家に閉じ
こもりがちでサービスを
受ける立場になりがちな
障害者が、地域社会へ一
歩踏み出し、社会の一員
として自立するためのさ
まざまな支援事業を行
う。

障害
福祉
企画
課

障害者芸術
祭への作品
出展数

R7 268点 R5 280 点 299 点 106.8%
障害者芸術
祭来場者数

R7 1,200人 R5 1,200 人 800 人 66.7% 8,100 7,915
概ね
順調

　障害者芸術祭への作品出展数は、過去最高の
299点となり、障害のある方に芸術祭を認知し
ていただき、芸術作品を展示する機会を提供す
ることができた。
　しかし、障害者芸術祭の来場者数について
は、目標値1,200人に対して800人にとどまり、
多くの市民に障害のある方の文化・芸術に親し
んでもらうことができなかった。
　今後も、障害者芸術祭に限らず、障害のある
方の文化・芸術を通じて障害のある方の社会参
加の促進に努める。

継続

30
障害者スポー
ツ振興事業

　スポーツを通じて障害
のある人の体力の維持・
向上や、機能回復等を図
るとともに、社会参加を
促進するため、市内の障
害者スポーツ大会開催、
障害者のためのスポーツ
教室や水泳教室の開催に
必要な支援を行う。

障害
福祉
企画
課

障害者ス
ポーツ教室
参加者数

R7 1,033人 R5 1,100 人 1,163 人 105.7%

障害者ス
ポーツ教室
新規参加者
数

R7 233人 R5 250 人 503 人 201.2% 51,760 50,624 順調

　障害者スポーツ教室参加人数については、令
和5年度を上回る1,163人となり、新規の参加者
は、約半数を占めた。新規の参加者が多かった
ことは、障害のある方の社会参加の促進に繋
がったと考えられる。今後も継続してスポーツ
に親しんでいただけるよう、スポーツ教室の開
催場所や内容について関係団体と連携を図る。

継続

障害のある人の社会参加
の推進
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 子ども家庭局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅰ「稼げるまち」の実現

1 病児保育事業

　多様な保育ニーズに対
応するため、家庭での保
育が困難な病気中・病気
の回復期にある児童を一
時的に預かる病児保育事
業を実施する。

こど
も施
設企
画課

事業を利用
する児童数
の維持

R7
13,221

人
R5

R5年度
水準維
持

13,736 人 103.9% 296,749 338,556 順調

　令和7年3月、戸畑区に、新たな病児保育施設
を開設し、提供体制を強化した。また、利用実
績も令和5年度を上回ったことから、「順調」
と判断した。

継続

2
特別保育事業
補助

　多様な保育ニーズに対
応するため、民間保育所
の延長保育、一時保育、
障害児保育等の特別保育
事業を実施する。

こど
も施
設企
画課

延長保育実
施する施設
割合の維持

R7 97.4% R5 97.4 ％ 98.2 ％ 100.8%

一時保育を
実施する施
設割合の維
持

R7 60.5% R5 60.5 ％ 61.3 ％ 101.3% 623,200 589,832 順調
　多様化する保育ニーズに応えるため、延長保
育、一時保育等を実施する施設数を維持し、適切
に実施したため、「順調」と判断した。

継続

3
第2子以降の保
育料無償化

　多子世帯の子育てを支
援するため、第2子以降の
保育料の無償化を実施す
る。

こど
も施
設企
画課

保育料無償
化対象者数
の維持

R7 ― ― 4,300 人 3,949 人 91.8%

子育ての悩
みのうち
「子育ての
経済的な負
担が大き
い」と回答
した割合の
減少（子ど
も家庭局実
施の市民ア
ンケート）

R7 26.2% R5 ― ― ― 832,368 578,195 順調

　対象人数は当初の見込みより下回ったもの
の、第2子以降の保育料無償化となる全ての世
帯の無償化を実施できたため、「順調」と判断
した。

継続

4
子育て短期支
援事業

　保護者の疾病その他の
理由により家庭において
児童を養育することが一
時的に困難になった場合
等に、児童養護施設その
他の保護を適切に行うこ
とができる施設等におい
て、一定期間、養育・保
護を行う。

子育
て支
援課

利用実績
1,000人日
／年の維持

R7
1,000人
日／年

R5 1,000
人日
／年

1,777
人日
／年

177.7% 11,700 15,950 順調
　受入する里親も増加し、利用者数が目標を大
きく上回った。今後さらなる利用拡大に向け周
知等に取り組む。

継続

5

放課後児童ク
ラブの長期休
暇等利用者支
援事業

　長期休暇期間中等にお
ける保護者の負担を軽減
するため、午前8時以前か
らの受入れを促進すると
ともに、期間中における
昼食提供の支援を全市に
拡大する。

こど
も若
者成
育課

放課後児童
クラブに対
する満足度
の向上（開
所日、開所
時間）（子
ども家庭局
実施の市民
アンケー
ト）

R7 89.4% R5
R5年度
比向上

69.0 ％ 77.2% 10,000 12,348
やや
遅れ

　長期休業期間中における昼食提供支援事業に
ついては、対象地域を全市に拡大するなど利便
性向上に引き続き取り組む。
　また、課題把握及び課題解決のための取組に
努め、放課後児童クラブに対する満足度の向上
を図る。

拡充

働く親への子育て支援強
化（シン・子育てファミ
リー・サポート事業）

6
シン・子育て
ファミリー・
サポート事業

　提供会員の報酬額を市
で負担し、依頼会員の負
担を軽減する。
　また、引き続き協力団
体に預かり場所を提供し
てもらい、預かり場所で
の活動を支援する。
　タクシー送迎支援につ
いては、令和6年度のモデ
ル実施から令和7年度より
送迎支援を市内全域へ拡
大する。
　さらに、育休復帰後1年
目の会員について、利用
料金の無償化等、利用し
やすい仕組みを構築す
る。

子育
て支
援課

支援活動件
数の増加

R7 6,540件 R5 7,160 件 8,963 件 125.2% 26,200 26,837 順調

　会員数は提供会員、依頼会員ともに増加し、
活動件数も年々増加傾向にある。
　また、令和7年度は、子育てと仕事の両立で
特に負担が大きくなる育休復帰前後の期間をサ
ポートするため、職場復帰を控えた会員につい
て、利用料金を無償とする（上限有）など、よ
り利用しやすい仕組みを構築する。

拡充

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

働く親への子育て支援強
化（保育サービス、放課
後児童クラブ、病児保
育）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 子ども家庭局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率
評価 主な取組と成果に対する評価

今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要

Ⅱ「彩りあるまち」の実現

7
こどもまんな
かcity推進事
業

　「こどもの視点・考え
を大切にすること」「こ
どもを社会を構成する存
在として尊重すること」
この2つを実現することが
できる「こどもまんなか
city」を目指す。
　そのための取組とし
て、社会全体でこどもや
子育てを応援する気運を
醸成するための事業を実
施する。

総務
企画
課

「子育てし
やすいまち
だと思う」
と回答した
市民の割合
の増加（子
ども家庭局
実施の市民
アンケー
ト）

R7 87.8% R5
R5年度
比増加

88.9 ％ 101.3% 9,000 11,640 順調

　令和7年4月事業開始に向けて、各企業や関係
団体へのヒアリング、制度設計及び広報戦略の
策定等の準備を行った。
　今後、加入事業者（店舗）数を増加させるた
め、啓発活動等に取り組んでいく。

継続

8
子育てに関す
る情報提供の
充実

　子育て中の人が、こど
もの成長に応じた情報を
タイムリーに、かつ手軽
に入手できるよう、情報
誌「北九州市こそだて情
報」や「子ども家庭レ
ポート」を発行し、子育
てに関する情報の提供を
行う。
　市内外の子育て世帯に
対し、本市の子育て環境
の魅力をPRする。

総務
企画
課

「北九州市
こそだて情
報」の認知
度（子ども
家庭局実施
の市民アン
ケート）

R7 54.3% R5 65.0 ％ 57.8 ％ 88.9%

「北九州市
は子育てし
やすいまち
だと思う」
と回答した
市民の割合
の増加（子
ども家庭局
実施の市民
アンケー
ト）

R6 89.4% R5
R5年度
比増加

91.1 ％ 101.9% 6,000 5,574
概ね
順調

　指標に掲げる冊子「こそだて情報」の発行に
加え、「祖父母手帳」や子育て支援を促進する
チラシなど、子育てに関わる幅広い年齢層を対
象とした広報物を作成した。紙資料の作成・配
布だけでなくSNSも活用するなど、幅広く子育
てに役立つ情報を周知した。

継続

9
二十歳の記念
式典経費

　20歳に達した青年を祝
い励ますとともに、大人
としての自覚を促すた
め、市民・民間・行政が
一体となって、式典を実
施する。

こど
も若
者成
育課

式典参加者
の満足度の
向上

R7 78.9% R5
R5年度
比向上

88.1 ％ 111.7% 13,200 17,425 順調

　対象者の94.8％が来場し、参加者の満足度は
令和5年度に比べ向上している。
　今後も、市民意識や郷土愛の醸成につながる
有意義な式典を開催していく。

継続

Ⅲ「安らぐまち」の実現

10 母子健康診査

　母子保健法に基づき、
妊婦や乳幼児の疾病また
は異常の早期発見及び疾
病や障害の予防、悪化防
止を図り、健康を保持増
進させるため、妊婦、乳
幼児の健康診査等を実施
する。

子育
て支
援課

妊婦健診受
診率

R7 99.0% R5 99.0 ％ 98.4 ％ 99.4%
3歳児健診
受診率

R7 98.7% R5 98.7 ％ 98.1 ％ 99.4% 809,025 711,560
概ね
順調

　妊婦健診及び3歳児健診の受診率は98.4％と
98.1％で、いずれも高い水準を維持できてい
る。
　今後さらに受診率が増加するよう、周知や未
受診者フォローに取り組む。

継続

こどもまんなかcityの推
進による都市イメージの
向上

妊娠～出産～子育てまで
一貫した支援（子どもを
生み育てたい環境づく
り）

―― 拡充順調――

　予期せぬ妊娠や不妊・不育症などの専門相談
窓口、不育症の検査・治療費の経済的支援、出
産直後の母子に対して心身のケアや育児サポー
トを行う産後ケア事業、産後うつを早期発見す
るための産婦健康診査、家事育児支援を行う産
前産後子育て支援ヘルパー派遣事業、多胎児家
庭支援等を実施し、安心して出産・子育てがで
きる支援体制を確保できた。また、必要に応じ
て継続フォローを行い、切れ目ない支援を行っ
た。
　今後1か月児健診を新たに開始し、さらなる
支援拡充を図る。

86,39371,548―R7R5R711

1か月健診
および新生
児マススク
リーニング
検査の受診
率（検）
100％

122.8%4,096
R5年度
水準維
持

3,336回
産後ケア利
用延べ回数
の維持

子育
て支
援課

　妊娠・出産・産後の時
期を健やかに過ごし、母
子の健康が確保されるよ
うに、産後ケアや産婦健
康診査等、妊娠期、出産
期、産後期の切れ目ない
支援体制を構築するとと
もに、関係機関との連携
を促進する。
　また、妊産婦の不安や
負担軽減を図るため、市
内産科・小児科等医療機
関を連携し、新たに「1か
月児健康診査」を開始す
るとともに、新生児期に
行う検査への助成の拡大
を図ることによって、安
心して安全に出産及び産
後を過ごすことができる
よう支援体制を構築す
る。

妊娠・出産・
養育にかかる
相談支援事業

回
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 子ども家庭局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率
評価 主な取組と成果に対する評価

今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要

12
一時預かり事
業

　私立幼稚園等の教育時
間の前後や長期休業日等
に行う預かり保育に要す
る費用を助成する。
　あわせて、保育を必要
とする2歳児の定期的な受
け入れに要する費用を助
成する。

こど
も施
設企
画課

事業（幼稚
園型）を利
用する児童
数の維持

R7 370,214人 R5
R5年度
水準維
持

377,448 人 102.0% 208,000 217,450 順調

　一時預かり事業（幼稚園型）の実施園数は令
和5年度と同数であり、希望する施設への助成
はもれなく実施出来ていることから、「順調」
と判断。

継続

13
のびのび赤
ちゃん訪問事
業

　生後4か月までの乳児が
いるすべての家庭を訪問
し、子育て情報の提供を
行うとともに、支援が必
要な家庭に対して適切な
指導や支援、サービスの
提供につなぐ。

子育
て支
援課

生後4か月
までの乳児
家庭全戸訪
問の実施率
の維持

R7 97.6% R5
R5年度
水準維
持

97.1 ％ 99.5% 47,900 47,460
概ね
順調

　生後4か月までの乳児家庭全戸訪問の達成率
は9割を超えており、養育支援を必要とする家
庭への保健師、助産師等の専門職による訪問も
継続実施している。
　また、地域支援者（主任児童委員）による情
報提供や関わりも継続して行っており、専門職
と地域支援者それぞれの強みを生かした活動が
展開されている。

継続

14
乳児等通園支
援事業

　全てのこどもの育ちを
応援するとともに、全て
の子育て家庭に対して、
多様な働き方やライフス
タイルにかかわらない形
での支援を強化するた
め、保護者の就労有無を
問わず利用できる「こど
も誰でも通園制度」を実
施する。

こど
も施
設企
画課

事業を利用
するこども
の増加
（R6試行実
施）

R7 ― ― ― 444 人 ― 80,000 2,721 順調

　令和6年度から試行事業として開始したた
め、利用量の把握や目標設定等が難しい中、実
施園の協力もあり、予定していた施設数で着実
に利用が進んだ。また、実施園を通じて利用者
から「家庭とは異なる様々な経験を積むことが
でき、こどもの成長がみられた。」などの声も
出ており、一定の効果があったと認められるこ
とから、「順調」と判断した。国は、令和8年
度から全自治体で実施することを想定してい
る。事業が安定的かつ継続的に実施でき、市民
のニーズに応えられるよう、補助単価の増加や
保育人材の確保策等を引き続き国に要望してい
きたい。

継続

15
シン・子育て
ファミリー・
サポート事業

　提供会員の報酬額を市
で負担し、依頼会員の負
担を軽減する。
　また、引き続き協力団
体に預かり場所を提供し
てもらい、預かり場所で
の活動を支援する。
　タクシー送迎支援につ
いては、令和6年度のモデ
ル実施から令和7年度より
送迎支援を市内全域へ拡
大する。
　さらに、育休復帰後1年
目の会員について、利用
料金の無償化等、利用し
やすい仕組みを構築す
る。

子育
て支
援課

支援活動件
数の増加

R7 6,540件 R5 7,160 件 8,963 件 125.2% 26,200 26,837 順調

　会員数は提供会員、依頼会員ともに増加し、
活動件数も年々増加傾向にある。
　また、令和7年度は、子育てと仕事の両立で
特に負担が大きくなる育休復帰前後の期間をサ
ポートするため、職場復帰を控えた会員につい
て、利用料金を無償とする（上限有）など、よ
り利用しやすい仕組みを構築する。

拡充

16
第2子以降の保
育料無償化

　多子世帯の子育てを支
援するため、第2子以降の
保育料の無償化を実施す
る。

こど
も施
設企
画課

保育料無償
化対象者数
の維持

R7 ― ― 4,300 人 3,949 人 91.8%

子育ての悩
みのうち
「子育ての
経済的な負
担が大き
い」と回答
した割合の
減少（子ど
も家庭局実
施の市民ア
ンケート）

R7 26.2% R5 ― ― ― 832,368 578,195 順調

　対象人数は当初の見込みより下回ったもの
の、第2子以降の保育料無償化となる全ての世
帯の無償化を実施できたため、「順調」と判断
した。

継続

こどもまんなか社会の意
識醸成

17
こどもまんな
かcity推進事
業

　「こどもの視点・考え
を大切にすること」「こ
どもを社会を構成する存
在として尊重すること」
この2つを実現することが
できる「こどもまんなか
city」を目指す。
　そのための取組とし
て、社会全体でこどもや
子育てを応援する気運を
醸成するための事業を実
施する。

総務
企画
課

「子育てし
やすいまち
だと思う」
と回答した
市民の割合
の増加（子
ども家庭局
実施の市民
アンケー
ト）

R7 87.8% R5
R5年度
比増加

88.9 ％ 101.3% 9,000 11,640 順調

　令和7年4月事業開始に向けて、各企業や関係
団体へのヒアリング、制度設計及び広報戦略の
策定等の準備を行った。
　今後、加入事業者（店舗）数を増加させるた
め、啓発活動等に取り組んでいく。

継続

幼児教育・保育の環境整
備の推進
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 子ども家庭局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）
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標
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目
年
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準
度
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年
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度

目
年
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準
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基
年
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評価 主な取組と成果に対する評価

今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要

18
子ども食堂開
設支援事業

　地域のニーズに沿った
持続可能な子ども食堂の
取組を支援するため、新
規開設時や年間の運営に
掛かる費用を補助し、地
域や企業、各団体、学校
などと連携を深めながら
子ども食堂の取組を推進
するもの。
　また、子ども食堂が安
全安心に運営されるため
の研修会等を実施すると
ともに、子ども食堂や子
ども食堂ネットワーク北
九州の運営に必要な支援
を実施する。

こど
も若
者成
育課

子ども食堂
開設継続率

R7 98.0% R5

対前年
度比

90％以
上

100.0 ％ 113.4% 6,000 5,450 順調

　令和6年度の子ども食堂開設数は80箇所で、
令和5年度比で36か所増加した。
　開設支援や運営支援等の補助金に加え、相談
対応等のサポートがあることが開設数増加につ
ながっている。
　引き続き、子ども食堂開設の支援を積極的に
行っていく。

継続

19
プレーパーク
普及促進事業

　こどもの健全育成に資
する外遊びの場を市内の
各地域に広げるため、こ
どもの外遊びや体験の充
実を活動目的とする中間
支援組織と連携して、地
域住民等が主体となって
開催するプレーパークの
活動を支援する。

こど
も若
者成
育課

プレーパー
ク参加者数
（大人・子
ども：延人
数）の増加

R7 357人 R5
R5年度
比増加

572 人 160.2% 3,000 2,661 順調

　現在、プレーパークが開催されていない地域
（市内4か所）にて伴走型プレーパークを開催
し、地域の活動団体の掘り起こしを行った。
　現場体験会を含む団体組成のためのワーク
ショップを市内4か所で開催し、プレーパーク
開催団体組成を促進した。
　プレーパーク開催時に立会必要があるプレー
リーダーの養成講座（事前研修・実施研修・事
後研修）を行った。
　引き続き、中間支援組織との協働により、プ
レーパークを自立開催する団体の拡大を図って
いく。

継続

20
放課後児童ク
ラブ運営費

　希望するすべての児童
に対し、適切な遊び及び
生活の場を与えて、児童
の健全な育成を図るた
め、放課後児童クラブを
運営する。

こど
も若
者成
育課

放課後児童
クラブに対
する満足度
の向上（開
所日、開所
時間）（子
ども家庭局
実施の市民
アンケー
ト）

R7 89.4% R5
R5年度
比向上

69.0 ％ 77.2% 2,071,265 1,933,672
やや
遅れ

　放課後児童クラブの登録児童数は年々増加し
ているが、放課後児童クラブの待機児童数の目
標0人を引き続き達成し、児童の放課後の居場
所が確実に確保できている。
　満足度の向上については、目標値を下回って
いるため「やや遅れ」と評価した。
　放課後児童クラブ職員の質の向上のための研
修や利便性向上のための取組を引き続き行い、
放課後児童クラブに対する満足度の向上を図
る。

継続

子どもの居場所づくり
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 環境局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅰ「稼げるまち」の実現

1
水素拠点化推
進事業

　産学官の協議会におい
て響灘臨海部を中心とし
た水素拠点形成を推進
し、地元企業の脱炭素化
と国際競争力の強化、新
たな産業集積につなげる
とともに、市内外へ水素
拠点化の取組を発信す
る。

グ
リー
ン成
長推
進課

水素拠点の
形成（1拠
点）

R12 0拠点 R5

国支援
制度へ
の申請1

件

申請済 100.0% 51,000 22,488 順調

　産学官で構成する「福岡県水素拠点化推進協
議会」において、市内での大規模な水素サプラ
イチェーンの構築、水素拠点の形成を目指し、
緻密な検討・議論を重ねてきた。
　その結果を踏まえて、水素拠点の形成に資す
る国支援制度への申請（1拠点）を行うことが
できたため、「順調」と判断した。
　引き続き、水素等の更なる利用拡大に向けた
検討を進める。

継続

2

市内事業者等
への再エネ
100％北九州モ
デル普及推進
事業

　令和5年4月に採択され
た国の再エネ交付金を活
用し、市内事業者等が第
三者所有方式による太陽
光発電設備、高効率空調
設備の導入を行う場合の
費用の一部を補助する事
業を実施し、市域のCO2排
出量の削減につなげる。

再生
可能
エネ
ル
ギー
導入
推進
課

再生可能エ
ネルギー導
入量の増加
（事務事業
番号2～4と
の合同評
価）

R12 436,000kw R2 469,391 kw 459,589 kw 97.9% 82,700 44,789
概ね
順調

  市内事業者等が第三者所有方式による太陽光
発電設備や高効率空調設備の導入を行う場合の
費用の一部を補助する事業に取り組んだ。
  また、北九州エコタウンにおける連絡会等で
の本事業の説明や市HPでの事業PRにより、需要
家（市内事業者）と設備設置会社（リース会社
等）双方の情報共有に努め、市内事業者への再
生可能エネルギー導入の加速化を図った。
　上記の取組により、再生可能エネルギー導入
量は順調に増加しているため「概ね順調」と判
断した。
　引き続き、目標達成に向け、市内事業者への
再生可能エネルギーの導入に取り組んでいく。

継続

3

脱炭素社会の
実現に向けた
再エネ100％北
九州モデル推
進事業

　令和4年4月に国から選
定された脱炭素先行地域
の取組として、第三者所
有方式による太陽光発電
設備、高効率空調設備を
公共施設等に導入し、市
域の脱炭素化を行う。
　また、脱炭素先行地域
の共同提案者である北九
州連携中枢都市圏域の自
治体の脱炭素に向けた側
面的支援を行う。

再生
可能
エネ
ル
ギー
導入
推進
課

再生可能エ
ネルギー導
入量の増加
（事務事業
番号2～4と
の合同評
価）

R12 436,000kw R2 469,391 kw 459,589 kw 97.9% 615,558 354,409
概ね
順調

　市内公共施設への第三者所有方式による太陽
光発電設備／蓄電池の導入において、需要家／
PPA事業者双方にとってコストメリットのある
新たな料金体系「総括原価型PPA」を令和6年度
より導入し、再生可能エネルギー導入量の確
保・導入の加速化を図った。加えて、脱炭素先
行地域づくり事業の共同提案者である北九州連
携中枢都市圏域の自治体に対し脱炭素社会の実
現に向けた側面的支援に取り組んだ。
　上記の取組により、再生可能エネルギー導入
量は順調に増加しているため「概ね順調」と判
断した。
　引き続き、目標達成に向け、連携中枢都市圏
域の自治体や地域新電力などと連携し、本市の
みならず、都市圏域も含めた公共施設等への再
生可能エネルギーの導入に取り組んでいく。

継続

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

  北九州市が注力している洋上風力発電分野の
将来を担う人材の育成に資するため、研修会を
実施した。
　令和6年度は計14回実施し、高校生・大学生
等のべ553人と目標であった450人を上回る参加
があった。
　また、本事業と併せて実施している「市内事
業者等への再エネ100％北九州モデル普及推進
事業」や「脱炭素社会の実現に向けた再エネ
100％北九州モデル推進事業」の取組により、
再生可能エネルギー導入量が着実に増加してい
ることに加え、研修会でのアンケート結果にお
いて洋上風力発電への関心を持った学生の割合
も9割を超えていたことから「概ね順調」と判
断した。【※洋上風力発電に関心を持った割
合：高校研修90％、大学・高専研修100％】
　引き続き、「北九州市洋上風力キャンプ」を
実施し、市内外の学生等の関心を高め、人材育
成を図るとともに、「北九州市風力発電人材育
成連絡会」を通じた産学官の連携による人材の
育成・確保に取り組む。

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要

北九州市風力
発電人材育成
事業

再生可能エネルギーや水
素拠点化を通じた市内企
業の成長と産業集積

R12

評価 主な取組と成果に対する評価

4 R2

今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

14,05319,350 継続
概ね
順調

97.9%459,589469,391436,000kw kwkw

再生可能エ
ネルギー導
入量の増加
（事務事業
番号2～4と
の合同評
価）

環境
学習
課

　風力発電関連産業の総
合拠点として、その機能
を十分に発揮するには、
人材の「育成」と「確
保」が必要である。
　このため、「北九州市
洋上風力キャンプ」を実
施し、市内外の学生等の
関心を高め育成を図ると
ともに、「北九州市風力
発電人材育成連絡会」を
通じた産学官の連携によ
る人材の育成・確保に引
き続き積極的に取り組
む。
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 環境局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要 評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

5
環境未来技術
開発助成事業

　新規性、独自性に優れ
た環境技術の研究開発費
等への一部助成により、
市内中小企業等に技術開
発の機会を提供し、事業
化を支援する。

サー
キュ
ラー
エコ
ノ
ミー
推進
課

サーキュ
ラーエコノ
ミー関連市
内投資額
（事務事業
番号5～6と
の合同評
価）

R12
10億円/

年
R4 30

億円
/年
(R1
2年
度ま
で
に)

12
億円
/年

40.0% 48,000 43,959 遅れ

　年次目標を設定しておらず、令和12年度まで
の目標値（30億円／年）との比較で実績を評価
するため「遅れ」となっているものの、令和6
年度は基準値（10億円／年）の20％増となって
おり、目標達成に向け、投資額を着実に増やし
ている。
　環境未来技術開発助成事業について、令和6
年度は8件の研究開発を助成しており、カーボ
ンニュートラルに貢献する技術開発、製品・
サービス提供拠点の形成に向けて、一定の進捗
があったものと考えている。
　今後も、サーキュラーエコノミーの推進に向
け、市内企業等への支援に引き続き注力してい
く必要がある。

継続

6

サーキュラー
エコノミー基
盤形成促進事
業

　本事業は、世界から注
目されているエコタウン
事業を世界経済の潮流で
あるサーキュラーエコノ
ミー（循環経済）に対応
させ、新たな付加価値や
雇用を創出していくため
に、市内企業や大学等が
取り組むサーキュラーエ
コノミーの取組を支援す
る。

サー
キュ
ラー
エコ
ノ
ミー
推進
課

サーキュ
ラーエコノ
ミー関連市
内投資額
（事務事業
番号5～6と
の合同評
価）

R12
10億円/

年
R4 30

億円
/年
(R1
2年
度ま
で
に)

12
億円
/年

40.0% 6,500 4,370 遅れ

　年次目標を設定しておらず、令和12年度まで
の目標値（30億円／年）との比較で実績を評価
するため「遅れ」となっているものの、令和6
年度は基準値（10億円／年）の20％増となって
おり、目標達成に向け、投資額を着実に増やし
ている。
　令和6年度は、プロジェクトチーム（分科
会）を新たに1件設置したほか、既設の分科会
についても、国補助の獲得に向けて始動する
等、新規事業化に向けて、順調に推移した。
　今後も、市内企業や大学等と連携しながら、
サーキュラーエコノミーの新規事業化を支援す
ることで、引き続き投資額増大を図っていく必
要がある。

継続

北九州エコタウンを中心
としたサーキュラーエコ
ノミーの推進による企業
の競争力強化と新たな環
境産業の集積

7

アジア・グリーン共創ハ
ブの推進

8

産業廃棄物
の最終処分
量の削減

産業
廃棄
物対
策課

サーキュラー
エコノミー基
盤構築事業

　産業廃棄物の埋立量削
減や排出抑制を目指すと
ともに、サーキュラーエ
コノミーへの移行に向け
た基盤を構築するため、
再生利用に資する処理施
設の導入に加え、産業廃
棄物の脱炭素化の取組
等、動静脈企業の連携を
支援する。

R12 203,000t 継続
やや
遅れ

47.0%H30 15,61524,000t
283,000

(R4
実績)

t
(R7
年度
まで
に)

185,000

　将来的な産業廃棄物処理の脱炭素化に向け
て、福岡県産業資源循環協会北九州支部と連携
し、環境省のモデル事業を活用した動静脈連携
体制構築の検討を実施した。
　また、令和6年度に産業廃棄物の再生利用や
減量に寄与する設備や調査研究に補助を行う
「サーキュラーエコノミー基盤形成促進事業費
補助金」を創設し、4事業者に対して交付し
た。
　以上の取組による動静脈連携の実現や、補助
事業によって導入された設備や調査研究が産業
廃棄物の排出量削減に結びつくまでにはある程
度時間を要すると考えられる。そのため、令和
6年度時点で成果指標に結びつく結果とはなっ
ていないが、令和12年度の目標達成に向けて着
実に取組を実施できているため、「やや遅れ」
と判断した。
　なお、産業廃棄物の排出量は、景気などの社
会経済状況の影響を受け変動しやすく、長期的
な取組が必要であるため、排出量削減に向けて
今後も状況を注視していく。

環境国際ビ
ジネス参入
企業数及び
案件額
（H22年度
からの累
計）

環境
国際
戦略
課

　環境国際協力や環境国
際ビジネスの結節点とな
る「アジア・グリーン共
創ハブ」を目指すため、
国内外の環境関連企業や
国際機関等とビジネス面
で接点を強化し、企業の
技術・製品・サービスの
輸出に加え、対日投資を
含めた取組を展開する。

アジア・グ
リーン共創ハ
ブ推進事業

R4R12

50社
程度

約500億
円

(R12年
度まで

に)

30社
約100億

円
継続

概ね
順調

参入企
業数：
72.0％
案件
額：

22.6％

14,82432,584
36社

113億円
(暫定)

　インドネシア、インド等における循環産業プ
ロジェクトを組成するため、市内企業と連携し
て、現地への渡航調査や海外企業等の訪日視察
対応を実施した。成果として、市内企業が東南
アジア最大級であるインドネシアの企業グルー
プとの合弁会社を設立した。
　また、環境関連技術・製品の海外展開を目指
す市内中小企業等を対象に、ビジネスモデル構
築のための事業可能性調査に要する費用を3件
支援した（内1件は新規参入企業）。
　以上の取組などにより、環境国際ビジネス参
入企業数及び案件額が増加したため「概ね順
調」と判断。
　今後は、環境関連企業に向けた環境国際ビジ
ネスの更なるPRと、新たなプロジェクトの組
成、また、本市や市内企業の取組紹介、プロ
ジェクト実施対象国への情報発信等の戦略的広
報の強化が必要である。
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 環境局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要 評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値 実績値

Ⅱ「彩りあるまち」の実現

Ⅲ「安らぐまち」の実現

10
エコ・アップ
デート推進事
業

　第2期北九州市循環型社
会形成推進基本計画に掲
げるリサイクル率の目標
達成に向けて、市民に分
別が十分に浸透していな
い廃食用油、プラスチッ
クごみなどについて、回
収拠点の増加や市民向け
のPRなど、集中的にリサ
イクル策を強化する。

循環
社会
推進
課

市民１人一
日あたりの
家庭ごみ量

R12 468g R1 440

g以
下
(R7
年度
まで
に)

418 ｇ 105.0%
一般廃棄物
のリサイク
ル率の増加

R12 28.0% R1 30.0

％
(R7
年度
まで
に)

26.3 ％ 87.7% 20,035 12,200
概ね
順調

　市政だより・市ウェブサイト・SNSでの情報
発信や、スーパー・飲食店との協働による啓発
などの取組により、市民1人あたりの家庭ごみ
量は令和5年比で減少し、目標を達成した。
　一方、リサイクル率は目標に届かなかったも
のの、これは資源化物の軽量化（企業努力）等
の影響によるものと考えられる。
　これらを踏まえ、総合的に「概ね順調」と判
断した。
  今後も、積極的な啓発活動を通じて市民の行
動変容を促し、家庭ごみ量削減とリサイクル率
向上の双方に取り組んでいく。

継続

11
事業系ごみ対
策強化事業

　令和6年度に実施した事
業系ごみの組成調査結果
をもとに、業種に応じた
啓発物を作成するなど、
効果的なごみ削減・リサ
イクルの誘導を図るとと
もに、後を絶たない焼却
工場への不適物の搬入や
無許可疑いの業者による
搬入などへの検査体制の
強化を行う。

循環
社会
推進
課

事業系ごみ
量（市の施
設で処理し
た量）の減
少

R12 162,292t R4

基準値
（162,2
92t）か
ら
20.0％
減
→
129,833
t(R12年
度まで
に)

153,267 ｔ 82.0%
一般廃棄物
のリサイク
ル率の増加

R12 28.0% R1 30.0

％
(R7
年度
まで
に)

26.3 ％ 87.7% 9,230 8,096
概ね
順調

　不適切なごみ処理を防止するため、事業所訪
問やごみ処理施設搬入前の事前検査に取り組ん
だ結果、事業系ごみの減量は目標に向け着実に
推進している。
　一方、リサイクル率は目標に届かなかったも
のの、これは資源化物の軽量化（企業努力）等
の影響によるものと考えられる。
　以上を踏まえ、総合的に「概ね順調」と判断
した。
　さらなる事業系ごみ減量の実現に向け、今後
の方針について北九州市環境審議会に諮問し、
審議を重ねている。審議会から答申が提出され
た際には、内容を適切に検討し、着実に取り組
める実施体制づくりを進めていく。

継続

持続可能な循環型社会の
構築

ネイチャーポジティブの
推進

9

生物多様性
に関する市
民の認知度
（R12年度
目標：
60％）

再生
可能
エネ
ル
ギー
導入
推進
課

　第2次北九州市生物多様
性戦略（平成27年度-令和
6年度）の基本理念である
「都市と自然との共生
～豊かな自然の恵みを活
用し　自然と共生するま
ち～」の実現に向け、5つ
の基本目標を設定し、
様々な施策に取り組む。
　また、世界的な目標で
あるネイチャーポジティ
ブの実現に向け、令和6年
度に期間終了となる現行
戦略の改定を進めるとと
もに、北九州市の豊かな
自然「アーバンネイ
チャー」を広く発信し、
市の魅力向上につなげ
る。

生物多様性戦
略推進事業

―R5R12 28.8% 拡充
概ね
順調

―― 17,53117,575

　令和6年度は、北九州市生物多様性戦略の改
定に向けて北九州市環境審議会に諮問を行い、
内容について3回にわたり審議を行った。
　また、併せてパブリックコメントを行い、市
民や企業から70件を超える意見を聴取し、適切
に改定案に反映させた。
　なお戦略は令和7年5月22日に改定手続きを終
えたため、今後は生物多様性に関する市民の認
知度調査等で進捗状況を把握しつつ、ネイ
チャーポジティブの一層の推進に取り組む。
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 産業経済局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅰ「稼げるまち」の実現

産業用地の創出・確保 1

地域未来投資
促進法を活用
した産業用地
整備推進事業

　製造業等の企業誘致を
推進するため、高速道路
インターチェンジや幹線
道路に近いなど、産業用
地として競争力が高い地
区について、地域未来投
資促進法の活用等による
民間開発を促進し、産業
用地の整備を推進する。

企業
誘致
課

地域未来投
資促進法を
活用した産
業用地創出
面積

R7
～
R10

― ―

単年度
目標な
し

(R10ま
でに
20ha)

0 ha ― 6,300 5,957
概ね
順調

　令和6年度に地域未来投資促進法の手続きに1
件着手することができたほか、開発事業者等か
らの問合せが約50件あり、このうち具体的な開
発計画の相談を受けているものが10件以上ある
ことから、令和10年度までに20ha確保の目標に
向け、「概ね順調」と判断した。
　引き続き、民間事業者と協調しながら取組を
進めていきたい。

継続

2

企業変革・ス
タートアッ
プ・グロース
サポート事業

　市内スタートアップの
成長加速化を促進する
「成長支援プログラム」
と、スタートアップによ
る行政課題解決や市内企
業との協業を促進する
「イノベーション支援プ
ログラム」によって、ス
タートアップに対し資金
支援・伴走支援を実施す
る。
　また、北九州市の様々
な課題とスタートアップ
をマッチングし、解決す
る共創プラットフォーム
を運用する。

ス
ター
ト
アッ
プ推
進課

支援先ス
タートアッ
プの新規雇
用人数（市
内）

R8 ― ― 10 人 8 人 80.0% 84,500 83,044
概ね
順調

　支援するスタートアップの社数は目標を上
回っており（目標：12社、実績：13社）、支援
先スタートアップの市内における新規雇用人数
についても、目標値の80％を達成していること
から、「概ね順調」と判断。

継続

3
スタートアッ
プ起業家育成
サポート事業

　学生を対象とした起業
家を育成する体験プログ
ラムを実施するととも
に、北九州市から起業家
を輩出し育成する民間主
体のアクセラレーション
プログラムの取組に対す
る助成などを通じて、北
九州市内でのスタート
アップ創出に取組む。

ス
ター
ト
アッ
プ推
進課

起業に関心
を持った生
徒の割合

毎年
度

60.0% R5 70.0 ％ 73.1 ％ 104.4% 3,000 2,075 順調

　市内の小・中学生を対象に、起業家との出会
い、社会課題の解決アイデアを考えるワーク
ショップを通じたアントレプレナーシップ（起
業家精神等）醸成のプログラムを3校で実施し
た結果、起業に関心を持った生徒の割合が、目
標を達成したため、「順調」と判断。

継続

4

北九州テレ
ワークセン
ター管理運営
事業

　創業支援の中核施設と
して、資金の乏しい創業
期の企業に安価な小規模
オフィスやコワーキング
スペースを提供するとと
もに、創業相談や事業拡
大支援、起業家や起業を
目指す方の交流、各種セ
ミナーなどを実施し、北
九州市の創業シーンの活
性化を目指す。

ス
ター
ト
アッ
プ推
進課

施設入居率
毎年
度

97.0% R5 95.0 ％ 98.0 ％ 103.2% 104,180 93,661 順調

　相談受付件数については令和5年度（678件）
より減少したものの、目標を上回っている（目
標：650件、実績：653件）。
　また、指定管理者の持つ知見やノウハウを活
かした効果的な運営により、高い入居率を維持
しているため「順調」と判断。

継続

5

若者ワークプ
ラザ北九州、
Ｕ・Ｉターン
応援プロジェ
クト運営事業

　概ね40歳までの若年者
及び就職氷河期世代の求
職者を対象に、就業相
談、各種就業関連情報の
提供、セミナー、職場体
験、職業紹介等の実施に
より、若年者の就業支援
を実施する。
　U・Iターン応援プロ
ジェクトでは、市外から
のU・Iターン希望者と市
内企業とのマッチングを
支援し、市外からの人材
還流及び市内企業の人材
不足解消を目指す。

雇
用・
産業
人材
政策
課

就職決定者
数（プラ
ザ）

R7 935人 R5 1,300 人 1,041 人 80.1%
就職決定者
数（UI）

R7 234人 R5 300 人 256 人 85.3% 129,512 127,312
概ね
順調

　若者ワークプラザ北九州では、概ね40歳まで
の若年求職者を対象に、就職相談、就業関連情
報の提供、セミナーの開催等を通じて就職支援
を実施した。大学・専門学校等へPRを強化し、
利用促進に取り組む。
　U・Iターン応援プロジェクトでは、U・Iター
ン就職希望者と市内企業をつなぐ本市独自の取
組として、専任コンサルタントによるカウンセ
リングや新規求人の発掘を実施した結果、過去
最多の就職決定者数を更新した。
　令和7年度は年間を通じたイベントや職場体
験ツアーの実施、同窓会ネットワークを活用し
た積極的な情報発信を行い、U・Iターン就職の
促進を図る。

拡充

スタートアップの創出・
成長（社会課題解決に資
する企業の育成・支援）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課

若者と企業とのマッチン
グによる人材確保

主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性

予算額
（千円）

決算額
（千円）目標値 実績値 目標値

評価
実績値
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 産業経済局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率
主な施策

務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課

主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性

予算額
（千円）

決算額
（千円）目標値 実績値 目標値

評価
実績値

6
学生の地元就
職促進事業

　大学生等のインターン
シップや高校生の就職ガ
イダンス等の実施を通じ
て、生徒・学生と地元企
業との出会いの場を広く
提供するほか、民間プ
ラットフォームを活用
し、市内出身者やゆかり
のある方への情報発信や
地元企業との交流を図
る。

雇
用・
産業
人材
政策
課

新卒学生の
地元就職率

R10 35.7% R4 35.8 ％ 35.9 ％ 100.3% 29,500 28,417 順調

　北九州商工会議所や地元企業、市内大学等と
連携し、インターンシップやバスツアーを実施
した他、企業研究イベントの開催等に取り組ん
だ。
　今後は、新たに高校生を対象とした就職ガイ
ダンスや、アルムノート社との連携による市内
企業と九州エリアを中心とした大学生との交流
イベントの開催など、学生と企業の交流の機会
を創出していく。

拡充

7
北九州ゆめみ
らいワーク事
業

　「仕事」と「学び」を
テーマとした体験・交流
イベントの開催を通じ
て、若者のキャリア形成
や将来の市内就職につな
げる。
　開催10回目にあたり、
様々な職業についての学
びや理解がより深まるよ
う、充実した体験プログ
ラムを展開する。

雇
用・
産業
人材
政策
課

アンケート
において、
本イベント
の感想を
「良かっ
た」「大変
良かった」
と回答した
出展者の割
合

R10 95.0% R5 95.0 ％ 96.0 ％ 101.1%

アンケート
において、
本イベント
の感想を
「良かっ
た」「大変
良かった」
と回答した
来場者の割
合

R10 89.0% R5 89.0 ％ 91.0 ％ 102.2% 25,000 28,752 順調

　北九州市内に事業所等がある企業や団体、大
学等が工夫を凝らしたブースを出展し、中学生
や高校生が仕事体験を行い、社会人や大学生等
との交流を行うイベントを実施した。
　令和7年度は、様々な職業に対する学びや理
解がより深まるよう、新たなコンテンツの強化
に取り組むとともに、商業施設におけるリアル
な職業体験の実施や開催日の拡張を通じて、イ
ベント内容のさらなる充実を図る。

継続

女性のキャリア形成支援 9
女性のはたら
く応援事業

　女性の就業を促進する
ため、家庭と仕事の両立
や勤務時間の制約など女
性特有の課題に対応した
多様な働き方を提示する
とともに、未就業女性と
企業の交流会、働く女性
のキャリア形成支援な
ど、多方面から「女性の
はたらく」を応援する。

雇
用・
産業
人材
政策
課

ウーマン
ワークカ
フェ北九州
就職決定者
数

R7 624人 R5 700 人 576 人 82.3% 5,072 4,224
概ね
順調

　多様な働き方を紹介する女性向けの起業セミ
ナーや在宅ワークセミナー等を開催した。
　ウーマンワークカフェ北九州就職決定者数が
目標値の8割を上回ったため、「概ね順調」と
判断。

継続

女性が働き続けることが
できる就労環境の整備の
支援

10
ウーマンワー
クカフェ北九
州運営事業

　国・県・市の3者が緊密
に連携し、就職、キャリ
アアップ、創業、子育て
との両立など、女性の職
業生活における活躍をワ
ンストップで総合的に支
援する「ウーマンワーク
カフェ北九州」を運営す
る。

雇
用・
産業
人材
政策
課

ウーマン
ワークカ
フェ北九州
就職決定者
数

R7 624人 R5 700 人 576 人 82.3% 31,316 30,967
概ね
順調

　国や県などの関係機関と連携して、「ウーマ
ンワークカフェ北九州」を運営し、就業や子育
てとの両立など女性の職業生活における活躍を
ワンストップで総合的に支援した。
　ウーマンワークカフェ北九州就職決定者数が
目標値の8割を上回ったため、「概ね順調」と
判断。

継続

拡充順調100.0%―― 19,28020,0003030 人人

　当事業では、「地方創生」「業界研究」
「マーケティング」などのワークショップや2
泊3日の合宿などを年間通して、市内外の大学
生と市内企業の人事担当者が共に取り組んだ。
　こういった学生と企業との交流を深めること
により、「地元に貢献したい」から「市内企業
を知ってもらう」に繋げ、「地元に就職し、自
分達が地元を盛り上げる」というマインドを高
めていった。
　事業後半には、企業とのマッチングイベント
や模擬面接など、就職に直結するコンテンツを
用意し、学生の地元就職への確度を高めるプロ
グラムを展開した。
　令和7年度は、令和6年度の取組に加え、参加
企業の福利厚生や働きやすさ等の自社の魅力を
学生にプレゼンし、それを学生が評価・順位付
けを実施する「自社の自慢コンテスト」の開催
や、若手社員のエンゲージメント向上のため、
異業種間の若手社員交流会や合同研修も開催
し、企業の人材定着の推進を図るために事業拡
充するもの。

最終選考候
補者数

雇
用・
産業
人材
政策
課

　若い世代の人材不足が
強まるなか、採用にコス
トや人を割けない中小企
業では、人材確保が困難
な状況にあるため、企業
合同による人材の発掘か
らマッチングづくりを一
気通貫で支援し、若手人
材の確保と定着を図る。
　併せて、経営層等に対
して、多様な人材が働き
やすい環境づくりや、人
材育成など人的資本経営
の重要性を理解するため
のマインドセットセミ
ナーを行いサポートす
る。

地域の人事部
支援事業

R88
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 産業経済局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）
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目
年
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度
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準
度

基
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業
号

事
事
番
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事業名

事業概要
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当
課

主な取組と成果に対する評価
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予算額
（千円）

決算額
（千円）目標値 実績値 目標値

評価
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11
外国人材活用
の普及・啓発
事業

　海外において優秀な外
国人材獲得のチャネルを
拡充するとともに、外国
人材の雇用を必要とする
市内企業への需要喚起、
課題解決支援及び就職後
の定着支援を行う。

国際
ビジ
ネス
戦略
課

北九州地域
の外国人労
働者数

R11 9,183人 R5 10,580 人 10,384 人 98.1% 12,200 11,612
概ね
順調

　外国人材活用促進として、セミナー等の情報
発信事業、留学生と企業のマッチング事業及び
海外大学と連携したインターンシップ事業など
を実施した。
　北九州地域の外国人労働者数は目標値
（10,580人）に届かなかったが、外国人材の導
入支援企業数は目標値（500社）に達したた
め、「概ね順調」と判断。

継続

12
高年齢者就業
支援センター
運営事業

　元気で働く意欲のある
高年齢者が、豊かな経験
や能力を生かし、生涯現
役でいきいきと働けるよ
うに、就業相談やキャリ
アカウンセリング、資格
取得サポートを実施する
とともに、シニア・ハ
ローワークなど各種支援
機関と連携してワンス
トップで就職支援を行
う。

雇
用・
産業
人材
政策
課

高年齢者就
業支援セン
ター就職決
定者数

R7 1,096人 R5 1,250 人 1,055 人 84.4% 31,857 30,743
概ね
順調

　高年齢者就業支援センターを拠点として、高
年齢者に対する就業支援を実施するとともに、
就業に関連するセミナーを開催した。
　高年齢者就業支援センターの延べ利用者数
（目標：10,000人、実績：8,840人）および就
職決定者数がいずれも目標の80％を超えたこと
から、全体として「概ね順調」と判断。

拡充

13
北九州市産業
振興未来戦略
推進事業

　「稼げるまち」の実現
に向けて、「北九州市産
業振興未来戦略」の実効
性を高めるため、「北九
州市成長戦略会議」にお
けるKPI達成に向けた戦略
全体の進捗管理及び「官
民対話テーブル」におけ
るリーディングプロジェ
クトの推進を図る。

産業
政策
課

市内総生産
4兆円（R15
年度）

R15
3.7
兆円

R2 4.0 兆円 3.9 兆円 97.5% 3,000 510
概ね
順調

　令和6年度は、稼げるまちの実現に向け、経
済界と行政が一体となり、街ぐるみで「北九州
市産業振興未来戦略」を推進する連携組織を設
置した。
　事業目標（市内総生産4兆円）に対し、達成
率97.5％（3.9兆円）のため、「概ね順調」と
した。
　引き続き、街ぐるみで取組を推進していく。

継続

14
企業立地促進
補助金

　企業誘致のインセン
ティブとするため、企業
に対し、設備投資額、雇
用人数に応じ、補助金を
交付する。

企業
誘致
課

企業誘致に
おける新規
雇用創出数
R6～R10(累
計）

R6
～
R10
（累
計）

4,335人

R元
～
R5
（累
計）

R6～R10
累計

5,100人
(R6：

1,020人)

R6～R10
累計

1,606人
(R6：

1,606人)

157.5% 863,700 401,600 順調

　半導体や次世代自動車、蓄電池などの「未来
産業」を中心に、企業誘致に取り組んでいる。
企業のニーズに応じた具体的な提案や誘致支援
により、誘致件数（93件）と新規雇用創出数
（1,606人）ともに増加傾向にあるため順調と
判断。
　今後も引き続き誘致活動に取り組んでいく。

継続

未来産業の推進（半導体
産業、次世代自動車産
業、宇宙産業）

15

「稼げるま
ち」への原動
力～未来産業
推進事業～

　「稼げるまち」の実現
に向け、北九州学術研究
都市を中心に、半導体や
宇宙、次世代自動車など
の未来産業について、研
究開発や人材育成、企業
競争力の向上などに取り
組み、先端企業の集積や
地域産業の高度化、新ビ
ジネスの創出を図る。

未来
産業
推進
課

先進企業の
集積

R7 7件 R5 3 件 6 件 200.0% 131,400 133,864 順調

　北九州学術研究都市を中心に、半導体や宇
宙、次世代自動車分野などの未来産業につい
て、研究開発の助成やマッチング支援、講座・
セミナーなどを開催し、企業競争力の向上につ
なげる取組を行った結果、目標値を上回ったた
め「順調」と判断。今後も、社会情勢やニーズ
等に留意しながら、稼げるまちを目指した取組
を行っていきたい。

拡充

16

「稼げるま
ち」への原動
力～未来産業
推進事業～

　「稼げるまち」の実現
に向け、北九州学術研究
都市を中心に、半導体や
宇宙、次世代自動車など
の未来産業について、研
究開発や人材育成、企業
競争力の向上などに取り
組み、先端企業の集積や
地域産業の高度化、新ビ
ジネスの創出を図る。

未来
産業
推進
課

先進企業の
集積

R7 7件 R5 3 件 6 件 200.0% 131,400 133,864 順調

　北九州学術研究都市を中心に、半導体や宇
宙、次世代自動車分野などの未来産業につい
て、研究開発の助成やマッチング支援、講座・
セミナーなどを開催し、企業競争力の向上につ
なげる取組を行った結果、目標値を上回ったた
め「順調」と判断。今後も、社会情勢やニーズ
等に留意しながら、稼げるまちを目指した取組
を行っていきたい。

拡充

17
学術研究都市
管理運営事業
（指定管理）

　民間等のノウハウを最
大限に生かすことによ
り、利用者の多様なニー
ズに応え、市民サービス
の向上を図り、多様で効
果的な施設運営を図る。

未来
産業
推進
課

産学連携施
設の入居率

R9 64.1% R5 65.0 ％ 64.4 ％ 99.1% 784,620 780,120
概ね
順調

　継続して効率的な施設の管理運営を行いコス
ト削減を図るとともに、入居者・一般利用者の
声を受けて利便性向上や利用環境改善のために
取り組むことで、産学連携施設の入居率の向上
に努め、ほぼ目標値を達成しているため「概ね
順調」と判断。今後も引き続き入居者・一般利
用者にとって利用しやすい施設運用を検討する
とともに、それぞれのニーズを真摯に受け止め
て施設の利便性向上を図っていきたい。

継続

多様な人材（高年齢者、
外国人）の活用による人
材確保

バックアップ首都構想の
推進

学術研究都市２．０戦略
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18
半導体等サプ
ライチェーン
構築事業

　九州への半導体関連投
資の増加による輸送需要
増を新たなビジネスにつ
なげるため、北九州市に
つながる荷の流れを生み
出し、輸送ネットワーク
を構築することで、九州
における半導体サプライ
チェーンを支える「半導
体物流ハブ」の形成を図
る。

企業
誘致
課

流通加工機
能を備えた
大型物流施
設の立地箇
所数

R7 0箇所 R5 1 箇所 1 箇所 100.0% 25,000 4,998
概ね
順調

　北九州市を拠点とする半導体の新たな荷の流
れを構築するため、本事業を通じて、物流機能
の強化及び集荷促進に向けた基盤づくりに取り
組んできた。半導体製造装置の輸送にあたって
は、既存の輸送ルートの見直しに高い障壁があ
るものの、一定の輸送ニーズの可能性を確認す
ることができた。本事業による新たな荷の流れ
には繋がっていないものの、「流通加工機能」
を担うことができる大型物流施設が、令和6年
度に操業を開始したため、概ね順調と判断。今
後も大型物流施設の誘致・集積を図り、物流拠
点都市としてのプレゼンス（存在感）を高めて
いく必要がある。

継続

19
九州発貨物の
集約拠点化支
援事業

　九州の発貨物を北九州
市に集積させる取組に対
する支援として、北九州
市中央卸売市場等におけ
る農産物を集約した首都
圏又は関西圏向けフェ
リー輸送に対し、必要と
なる経費の一部を補助す
る。

企業
誘致
課

九州発農産
物の集約拠
点化

R7

R5.11よ
り中央
卸売市
場内の
ストッ
クポイ
ントが
稼働

R5

ストッ
クポイ
ントの
稼働率
向上

ストッ
クポイ
ントの
稼働率
向上

― 13,000 4,003
概ね
順調

　「物流の2024年問題」の影響によりモーダル
シフトが進み、令和6年の北九州港フェリー貨
物取扱量が過去最高となった。また、ストック
ポイントを活用したトラック台数についても令
和5年度と比較して増加傾向にあり、北九州市
を集約拠点とする輸送の効率化が徐々に進んで
いるため、概ね順調と判断。今後は、本事業を
契機に北九州市を拠点とした荷の流れの定着に
つなげていく。

継続

企業変革や企業規模拡大
など地域中核企業の成長
促進

20

「未来を担う
地域中核企
業」成長促進
プロジェクト

　将来の成長の糧となる
新規事業創出など新たな
チャレンジに対して総合
的・集中的支援を行うこ
とにより、企業変革や企
業規模拡大を図り、市内
の「地域中核企業」の成
長を促進する。

産業
政策
課

新規事業着
手等企業成
長に取り組
む企業数

R10 ― R6 ― ― ― 6,000 2,796
概ね
順調

　令和6年度は、具体的な事業策定に向け、市
内の「中堅中核企業」の成長戦略や課題を把握
するため、ヒアリングやアンケートを行うとと
もに、中核企業ならではの課題やその解決事例
等を学ぶセミナーを開催した。
　令和7年度より本格始動し、支援対象・内容
等を拡充していく。

拡充

市内企業における成長分
野等への事業転換、商
品・サービスの高付加価
値化の推進（ロボット・
ＤＸ・ＡＩの活用など）

21

生産性向上、
事業変革に向
けたロボッ
ト・ＤＸ推進
事業

　市内中小企業のロボッ
ト導入やDX推進に向け
て、ロボット・DX推進セ
ンターを中心に、企業の
事業変革に向けた重点支
援をはじめとした切れ目
のない伴走支援を実施す
ることで、稼げる企業を
創出する。

中小
企業
振興
課

事業変革実
践企業数
（累計）

R9 6社 R5 20 社 10 社 50.0% 249,400 217,529
やや
遅れ

　北九州市ロボット・DX推進センターを中心
に、ロボット導入・DX推進に向けた機運醸成か
ら実践まで切れ目のない支援を実施。支援によ
り、ロボット導入・DX実践企業数は目標を達成
した。一方で、DXによる事業変革を支援するDX
推進補助金において、当初の見込みよりも採択
件数が少なかったことにより成果指標の達成に
は至らなかった。採択者数が伸びなかった理由
として、事業変革に向けた計画の検討にまで
至っていない企業が多いことが想定される。

継続

市内製造業（部品や素材
などのサプライヤー）の
事業構造転換の推進
（「ＥＶシフト」や「電
炉化」などへの対応）

22
電炉化サプラ
イチェーン対
策支援事業

　世界的な産業の脱炭素
化が進む中で、製鉄業に
おける高炉プロセスから
電炉プロセスへの転換に
あたり、これまで地元企
業が培ってきた独自技術
の活用や新たな事業展開
を支援する。

中小
企業
振興
課

事業変革等
支援企業数

R9 ― ― 10 社 8 社 80.0% 3,080 2,684
概ね
順調

　市内製造業を中心に、企業訪問し、高炉プロ
セスから電炉プロセスへの転換に伴い、必要・
変更となる技術や企業動向のヒアリングを行っ
た。また、必要に応じ、専門家派遣や国の補助
金を始めとする支援情報の提供等を実施した。
　訪問した企業のうち事業変革等を支援した企
業数が、目標の80％を達成しているため、「概
ね順調」と判断。

継続

23
のれん引継ぎ
スタートアッ
プ支援事業

　後継者不在で悩む個店
等の小規模事業者の事業
承継を支援するため、民
間事業者が運営するマッ
チングサイトのプラット
フォームを活用し、後継
者不在の個店と後継ぎ希
望者を”ツナグ”こと
で、次世代の開業支援
と、個店の存続・廃業防
止を図る。

中小
企業
振興
課

売り手事業
者の掘り起
こし件数
（サイト掲
載件数）

― ― ― 5 件 9 件 180.0% 4,000 3,993 順調

　市民アンケートを活用した後継者不在事業者
の掘り起こし及び、11月、1月にセミナーを実
施したことで、目標としていた掲載件数を達成
し、1件成約となった。引き続き、後継者不在
事業者の掘り起こしやセミナー等を実施し、掲
載件数増加を目指す。

継続

24
事業承継・M＆
A促進化助成金

　地域経済の基盤を支え
る市内中小企業がこれま
で培ってきた技術や知識
を円滑に次世代へ承継
し、企業の存続・発展に
つなげるため、事業承継
に向けた企業の取組に要
する費用を助成し、事業
承継の推進を図る。

中小
企業
振興
課

事業承継計
画の策定企
業数及びM
＆Aの完了
企業数の合
計

― ― ― 2 社 3 社 150.0% 2,500 2,500 順調

　助成金による支援企業数は上限に達し(目
標：5社、実績：7社、予算執行率100％)、事業
承継・M＆Aを完了した企業数は目標件数を達成
した。引き続き、助成金による支援企業数を増
やし、事業承継・M＆A完了企業数の増加を目指
す。

継続

物流拠点化の推進

中小企業の事業承継の推
進（M＆Aなど）
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Ⅱ「彩りあるまち」の実現

官民連携によるまちづく
りの推進

25

商店街リノ
ベーションま
ちづくり推進
事業

　商店街でまちづくりに
取り組む民間事業者と連
携してリノベーションま
ちづくり事業を実施する
ことで、中心市街地の活
性化及び商業的エリア価
値の向上を図る。

サー
ビス
産業
政策
課

黒崎地区の
商店街エリ
アの空き店
舗率

R6 16.9% R3 14.1 ％ 18.4 ％ 69.5% 4,000 2,965
やや
遅れ

　黒崎地区において、令和5年度に作成した空
き店舗マップを活用し、テナントの出店促進に
取り組んだ。また、市場調査や地域住民・地元
関係者のニーズ調査、商店街の空き店舗を活用
したDIYイベントを実施した。
　「空き店舗率」の達成率は69.5％であるもの
の、官民連携によるDIYイベント等の開催を通
じて、商店街活性化の新たな担い手の発掘や地
域コミュニティの場の創出につながった。
　これまでのリノベーションまちづくりの取組
によって、民間による自発的な動きが生まれ、
自走化につながった。そのような状況に鑑み、
当事業（予算）は令和6年度で終了となるが、
まちや民間事業者に対して、既存の空き店舗補
助制度等を活用しながら、引き続き伴走支援を
していく。

廃止

26
商店街プレミ
アム付商品券
発行支援事業

　物価高騰の影響を受け
ている地域の消費を喚起
し、地域経済の活性化を
図るため、福岡県の助成
制度を活用して商店街等
が自主的に取り組むプレ
ミアム付商品券の発行を
支援する。

サー
ビス
産業
政策
課

消費喚起効
果

R7 ― ―
2倍以上
を維持

4.9 倍 245.0% 237,000 224,311 順調

　福岡県の助成制度を活用して、商店街等が自
主的に取り組むプレミアム付商品券の発行支援
を行った。
　電子商品券ペイチャの登録店舗数は増加
（R4：1,947店舗、R6：2,043店舗）しており、
消費喚起効果も充分維持できていることから、
「順調」と判断。
　ただし、国の物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金を活用している事業であるため、交
付金を活用する他の事業との調整が必要であ
り、財源の確保が課題である。

継続

27
商店街テナン
トリーシング
支援事業

　小倉都心部等における
大規模空き店舗を資産と
して位置づけ、エリアの
価値を高めるため、官民
連携して集客力や話題性
のあるテナントを誘致
し、商店街の活性化と経
済の振興を図る。

サー
ビス
産業
政策
課

歩行者通行
量
（小倉都心
部）

R10  138,800人 R5 156,300 人 157,105 人 100.5% 5,000 5,036 順調

　商店街、商工会議所、物件オーナー、北九州
市による官民連携の実行委員会を立ち上げ、
リーシングに関する勉強会の開催やテナント候
補企業への提案書の作成・送付に取り組んだ。
　その結果、ランドオーナーの機運が醸成さ
れ、「大きなシャッターヒラクプロジェクト」
の補助金の活用には至らなかったものの、募集
物件のうち、2件についてテナント入居に向け
た検討が進み、1件は入居が決定した。
　実行委員会が求めるテナント（初出店・新業
態など）誘致に向けて、引き続き官民連携で取
り組む必要がある。

継続

28
大きなシャッ
ターヒラクプ
ロジェクト

　商店街テナントリーシ
ング実行委員会が推薦す
る話題性・集客力のある
大規模テナントを誘致す
る際のインセンティブと
して、出店テナントに対
し改装費等の経費の一部
を補助する。

サー
ビス
産業
政策
課

歩行者通行
量
（小倉都心
部）

R10  138,800人 R5 156,300 人 157,105 人 100.5% 20,000 0 順調

　商店街テナントリーシング実行委員会が推薦
する話題性・集客力のある大規模テナントを誘
致する際のインセンティブとして、テナント候
補企業への提案書に補助金概要を掲載し、テナ
ント誘致に取り組んだ。
　その結果、ランドオーナーの機運が醸成さ
れ、「大きなシャッターヒラクプロジェクト」
の補助金の活用には至らなかったものの、募集
物件のうち、2件についてテナント入居に向け
た検討が進み、1件は入居が決定した。
　実行委員会が求めるテナント（初出店・新業
態など）誘致に向けて、引き続き官民連携で取
り組む必要がある。

継続

29
紫川エリア活
性化支援事業

　商業の振興とまちの活
性化を図ることを目的と
して、小倉の中心市街地
を流れる紫川河畔を拠点
とし、都市の回遊性の向
上及びナイトタイムエコ
ノミー（夜間における経
済活動）の創出に寄与す
るイベントを実施する事
業者に対し補助金を交付
する。

サー
ビス
産業
政策
課

観光消費額 R10
1,004億

円
R5 ― 集計中 ― 10,000 10,000 順調

　補助制度の公募を行い、「小倉LIGHT
SYMPHONY　リバーサイド＆KOKURA CASTLE ク
リスマスマーケット」を採択し、イベント開催
にかかる経費の一部の補助を行った。
　企画段階での来場予定者数は50万人であった
が、実際の来場者数は126万人という予定者数
を大幅に超える結果であったことから「順調」
と判断。
　イベントを継続的に実施することで、イベン
ト認知度を高め、北九州市の新たな風物詩企画
となるよう今後も支援していく。

継続

大型商業施設・商店街の
振興

44



令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 産業経済局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率
主な施策

務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課

主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性

予算額
（千円）

決算額
（千円）目標値 実績値 目標値

評価
実績値

　若い世代の人材不足が
強まるなか、採用にコス
トや人を割けない中小企
業では、人材確保が困難
な状況にあるため、企業
合同による人材の発掘か
らマッチングづくりを一
気通貫で支援し、若手人
材の確保と定着を図る。
　併せて、経営層等に対
して、多様な人材が働き
やすい環境づくりや、人
材育成など人的資本経営
の重要性を理解するため
のマインドセットセミ
ナーを行いサポートす
る。

地域の人事部
支援事業

都市ブランドの確立（ポ
ジティブな情報発信によ
る北九州市のイメージ
アップ）

拡充順調100.0%――R830 19,28020,0003030

　当事業では、「地方創生」「業界研究」
「マーケティング」などのワークショップや2
泊3日の合宿などを年間通して、市内外の大学
生と市内企業の人事担当者が共に取り組んだ。
　こういった学生と企業との交流を深めること
により、「地元に貢献したい」から「市内企業
を知ってもらう」に繋げ、「地元に就職し、自
分達が地元を盛り上げる」というマインドを高
めていった。
　事業後半には、企業とのマッチングイベント
や模擬面接など、就職に直結するコンテンツを
用意し、学生の地元就職への確度を高めるプロ
グラムを展開した。
　令和7年度は、令和6年度の取組に加え、参加
企業の福利厚生や働きやすさ等の自社の魅力を
学生にプレゼンし、それを学生が評価・順位付
けを実施する「自社の自慢コンテスト」の開催
や、若手社員のエンゲージメント向上のため、
異業種間の若手社員交流会や合同研修も開催
し、企業の人材定着の推進を図るために事業拡
充する。

人人
最終選考候
補者数

雇
用・
産業
人材
政策
課
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Ⅱ「彩りあるまち」の実現

1
北九州国際音
楽祭

　地域の音楽文化の向上
を図るため、国内外の一
流のアーティストによる
公演や小中学生の鑑賞教
室など、多彩なプログラ
ムの国際音楽祭を開催す
る。

文化
企画
課

北九州国際
音楽祭の参
加者の満足
度維持

R11 99.0% R4 90.0
％以
上

99.0 ％ 110.0% 38,000 32,332 順調

　世界最高峰のピアニストや海外ブラスバンド
をはじめ、北九州市ゆかりのアーティスト率い
るオーケストラによるコンサートを開催した。
多彩なプログラムにより来場者の満足度も高い
水準を維持していることから、「順調」と判
断。
　引き続き高い満足度を維持するため、国内外
からアーティストを招聘し、魅力的なプログラ
ムを実施していく必要がある。

継続

2
芸術文化活性
化事業

　北九州芸術劇場や響
ホールが持つ特性を活か
し、多彩で良質な音楽や
舞台芸術等を提供する。

文化
企画
課

自主事業の
参加者の満
足度維持

R11

芸術
劇場

92.9%
響

ホール
99.1%

R4 90.0
％以
上

芸術
劇場
95.1

響
ホール
97.4

％

芸術
劇場

105.7%
響

ホール
108.2%

文化のかお
るまちと思
う市民の割
合の増加
（R11目
標：40％）

R11 28.5% R4 30.0 ％ 22.2 ％ 74.0% 92,900 78,748
概ね
順調

　北九州市を文化のかおるまちだと思う市民の
割合は目標値30％に届かなかったが、北九州芸
術劇場、響ホールの両事業について、北九州市
芸術文化振興財団が企画・実施する自主事業に
対する観客の満足度は高い水準を維持してお
り、参加者に対して音楽や舞台芸術を通じた良
質な文化体験の機会を提供していることから
「概ね順調」と判断。
　今後も、当事業を通じて多彩で良質な文化芸
術に触れる機会を創出し、まちに彩りを生み出
す。

継続

3
芸術文化育成
負担金・補助
金

　北九州市の文化水準の
向上及び地域文化の振興
に資することを目的とし
て、積極的に文化活動を
展開している文化団体等
の事業に対して、助成を
行う。

文化
企画
課

文化団体事
業参加者数
（文化芸術
に触れた人
数）の維持

R11
56,000

人
R4 56,000 人 72,000 人 128.6%

文化芸術活
動をした市
民の割合の
増加（R11
目標：
30％）

R11 16.9% R4 20.0 ％ 21.3 ％ 106.5% 35,000 35,212 順調

　事業にかかる経費の一部を市が補助すること
で、民間団体による様々な文化事業が実施され
た。
　文化芸術に触れた人数が目標値56,000人を大
きく上回ったことに加え、文化芸術活動を実施
した市民の割合も目標値20％を上回ったため、
「順調」と判断。
　今後も、市民が主体となって行う多種多様な
文化活動を支援し、市民が文化芸術を育み、継
続できる環境づくりに取り組んでいく。一方
で、負担金・補助金の効果を検証し、助成内容
の妥当性を確認した上で、継続的な助成を実施
していきたい。

継続

4
文化芸術次世
代育成事業
「TRY　ARTs」

　子どもの文化芸術環境
のさらなる向上や、若者
の文化芸術活動の活性
化、まちの賑わいづくり
等に繋がる事業への助成
を行う。

文化
企画
課

活動のス
テップアッ
プにつな
がった事業
の割合70％
以上

R6 ― ― 70.0
％以
上

70.0 ％ 100.0%

文化芸術を
身近に感じ
る市民の割
合の増加
（R11目
標：40％）

R11 30.5% R4 31.0 ％ 42.8 ％ 138.1% 5,000 6,000 順調

　子どもをはじめとする若者をターゲットにし
た事業や、若者が主体となって実施する事業に
対し支援を行うことで、若者が文化に触れる機
会の増大に寄与した。活動のステップアップに
つながったと回答する事業の割合についても目
標値70％を達成していることから、「順調」と
判断。
　今後も、助成内容や効果を検証しながら、若
者をはじめとする市民の文化芸術活動活性化の
ための支援を継続するとともに、子どもや若者
が文化芸術に触れる機会の充実を目指す。

継続

5

新世代応援
「（仮称）
Challenge
Music Stage」

　北九州市内のまちなか
をステージとして、高校
生や大学生などがパ
フォーマンスを多くの人
に見せる「お披露目の
場」をつくり、若者が活
躍・成長する機会やまち
の賑わいを創出する。

文化
企画
課

活動意欲の
向上につな
がった割合
80％以上

R6 ― ― 80.0
％以
上

92.0 ％ 115.0% 2,000 2,000 順調

　「北九州ミュージックプロムナード」の中
で、若い世代がまちなかのステージでパフォー
マンスを披露する場を設けた。
　活動意欲の向上につながった割合が目標値
80％を上回ったことから、「順調」と判断。
　活動意欲の向上について一定の成果を確認し
たことから、今後は事業の形を変え、音楽に特
化した新たな事業の実施を通して、若者が活
躍・成長する機会やより一層のまちの賑わいの
創出に取り組んでいく。

廃止

6 美術館企画展

　多彩で魅力的な展覧会
を開催し、本市の美術・
文化の振興を推進し、ハ
イクオリティな街づくり
に寄与する。

美術
館普
及課

美術館入館
者数

R6 187,000人 R4 200,000 人 195,862 人 97.9% 104,265 78,910
概ね
順調

　春季の開館50周年記念「横山大観展」で入場
者数が4万5千人、秋季の「大コレクション展」
で入場者数が3万2千人を数え、入場者数の増加
の要因となった。
　令和7年度以降に同等の企画展を開催できる
かが今後の課題である。

継続

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

彩りある文化・芸術によ
るにぎわいの推進

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
目標値 実績値 目標値 実績値

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性
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7

北九州市立美
術館デジタル
アーカイブ化
事業

　作品・建築のデジタル
化を推進するため、文化
庁補助事業を活用した美
術館DX化事業を実施す
る。

美術
館普
及課

美術館入館
者数

R6 187,000人 R4 200,000 人 195,862 人 97.9% 40,000 11,988
概ね
順調

　美術館や収蔵作品のデジタルコンテンツを作
成。市内20校の小学校でオンライン・ミュージ
アム・ツアーを実施した。参加した児童や教師
から高い満足度を得た。オンライン・ミュージ
アム・ツアーは令和7年度に全小学校4年生で実
施予定。また、大分市美術館等と連携し、磯崎
新建築のアーカイブをHP上で公開した。
　デジタルコンテンツに触れることから美術館
の来館につなげることが今後の課題である。そ
のためには、デジタルコンテンツを幅広く活用
すること、継続的なデジタルコンテンツの更新
とそれに必要な予算の確保が重要である。

継続

8
博物館企画
展・特別展充
実事業

　入館者の増加につなが
る、魅力ある大型特別展
を開催する等、東田地区
のさらなる賑わいを創出
する。

自然
史・
歴史
博物
館普
及課

博物館総入
館者数

R9 431,278人 R5 450,000 人 472,957 人 105.1% 55,500 53,524 順調

　入館者数は目標を大きく上回っていることか
ら評価は「順調」とした。
　今後も魅力のある展示を開催するとともに、
国内外の観光客等の誘致に向け、更なる効果的
な広報PRや、団体客誘致のための取組等を行う
必要がある。

継続

9
北九州市漫画
ミュージアム
普及事業

　漫画文化の普及・振興
を図り、北九州市及び漫
画ミュージアムの魅力を
国内外に発信するため、
常設展示の充実、企画展
やイベント等を開催す
る。

漫画
ミュ
ージ
アム
事務
局

漫画ミュー
ジアム入館
者数

毎年
度

95,252
人

R5 100,000 人 99,398 人 99.4%
漫画ミュー
ジアムの認
知度

毎年
度

― ― 50.0 ％ 50.0 ％ 100.0% 56,900 52,656
概ね
順調

　外国人を含む団体旅行客や視察も増加してい
るため、年間入場者数は、コロナ禍以降、最高
記録を達成し、2012年の開館以来4番目に多
い。
　漫画スクール、漫画体験等のワークショップ
（年間62回開催）の人気が高く、毎回ほぼ満
席。
　幅広い広報で国内外へ「漫画の街・北九州」
を発信し、漫画文化の普及および漫画による観
光客の誘致に力を入れていく。

継続

10
北九州国際映
画祭関連事業

　北九州国際映画祭の開
催を通じて、北九州市か
ら世界に羽ばたいていっ
た映画や映画人が北九州
市に再び集い、市民との
交流や映画をテーマにし
たイベントを実施すると
ともに、映画人材の育成
を促進する。

MICE
・メ
ディ
ア芸
術課

パブリシ
ティ効果

R9 3億円 R5 2 億円 2.4 億円 120.0%

来場者の満
足度アン
ケートで
「満足」
「やや満
足」と回答
した人の割
合

R9 90.0% R5 90.0 ％ 85.0 ％ 94.4% 20,000 20,000 順調

　北九州国際映画祭2024では、国内外の映画作
品の上映やトークショー、映画人材の育成イベ
ント、船場広場でのまちなか映画館など映画に
関する多様な催しを実施し、多くの方々に対し
て、映画に触れるきっかけを提供した。
　参加者数、満足度アンケートについては、目
標値に及ばなかったが、それぞれ達成率
90.2％、達成率94.4％と、いずれの指標におい
ても高い達成率を記録した。
　また、パブリシティ効果については、目標値
を上回る達成率120.0％を記録した。
　全体的におおよそ目標を達成したことから順
調と評価した。引き続き、各目標の達成率を高
めるため、広報・集客等の強化に注力する。

継続

スポーツによるにぎわい
づくり

11
大規模国際ス
ポーツ大会等
誘致関係事業

　大規模国際スポーツ大
会の積極的な誘致とあわ
せて、サステナブルな意
識を高めた大会運営がで
きる受け入れ体制を整備
するとともに、選手等と
のスポーツ交流や、イン
クルーシブなスポーツイ
ベントの実施により、生
涯スポーツの振興とまち
のにぎわいづくりに寄与
する。

ス
ポー
ツ振
興課

スポーツを
身近に感じ
る市民の割
合
（R11目
標：70％）

R11 44.4% R4 50.0 ％ 45.0 ％ 90.0%

スポーツ実
施率
（R11目
標：70％）

R11 56.6% R4 60.0 ％ 51.0 ％ 85.0% 10,300 159,694
概ね
順調

　令和6年度は「バレーボールネーションズ
リーグ2024福岡大会」、「第2回FIGパルクール
世界選手権・北九州」、「WTTファイナルズ福
岡2024」など多くの国際大会が開催された。加
えて、ミールクーポンの配布によるフードロス
対策や、スティックバルーンのリサイクルによ
るCO²排出量の抑制、「北九州市産」の電気を
一部導入したサステナブルな大会運営等に取り
組み、「エコフレンドリーなスポーツ大会」と
いう新たな価値を世界に発信することができた
ことから、「概ね順調」と判断。
　スポーツ実施率が目標値に達成していないこ
とから、今後も引き続き、大規模国際スポーツ
大会等を継続して誘致・開催していくことが必
要である。

拡充

プロスポーツチーム等と
の連携によるまちづくり
の推進

12
ホームタウン
推進事業

　北九州市をホームタウ
ン・準ホームタウンとす
る、「ギラヴァンツ北九
州」や「日本製鉄堺ブレ
イザーズ」「福岡ソフト
バンクホークス」等の市
民観戦事業や、体験教室
の開催など、市民がス
ポーツに親しむきっかけ
作りを実施する。

ス
ポー
ツ振
興課

スポーツを
身近に感じ
る市民の割
合
（R11目
標：70％）

R11 44.4% R4 50.0 ％ 45.0 ％ 90.0%

スポーツ観
戦率
（R11目
標：40％）

R11 20.0% R4 25.0 ％ 22.9 ％ 91.6% 58,000 53,558
概ね
順調

　市民がスポーツを見る機会の増加を推進する
招待事業等に積極的に取り組み、「スポーツを
身近に感じる市民の割合」および「スポーツ観
戦率」の目標達成率がどちらも90％を超えてい
ることから、「概ね順調」と判断。
　スポーツを身近に感じる市民の割合や市民の
スポーツ観戦率の向上のため、今後も引き続
き、「ギラヴァンツ北九州」をはじめとする各
プロスポーツチームと連携し「観る」スポーツ
の振興やスポーツに親しむきっかけづくりを図
る必要がある。

継続
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集客力のある大規模イベ
ントの誘致

13
TGC北九州2024
開催事業

　史上最大のファッショ
ンフェスタである「東京
ガールズコレクション」
とコラボレーションした
ファッションイベントを
本市で開催し、地方創生
に向けた都市ブランドの
向上と地域経済の活性化
を図るとともに、同規模
イベントの開催誘致の促
進を行う。

MICE
・メ
ディ
ア芸
術課

大型イベン
トの開催件
数

R10 4件 R5 7 件 5 件 71.4% 35,000 35,000
やや
遅れ

　コロナ禍前に戻すことを目標に設定した大型
イベントの開催件数7件／年には届かなかった
が、令和5年の4件を上回る結果となった。
　今後も、TGC北九州のような大型イベントを
北九州市にて実施することで、民間の大型イベ
ント誘致促進に繋げたい。

継続

若者が集うイベントの誘
致

14
COOLKITAKYUSH
U推進事業

　北九州市の都心集客の
拠点となるJR小倉駅新幹
線口を中心に、漫画・ア
ニメ・ゲーム等のポップ
カルチャーによる大型イ
ベント等の開催を通じ
て、誘客やクリエイター
産業の交流・育成を図る
とともに、滞在日数の増
加・インバウンド誘客を
図り、「まち」への経済
効果を高める。

MICE
・メ
ディ
ア芸
術課

大型イベン
トの開催件
数

R10 4件 R5 7 件 5 件 71.4%

大型協賛
（300万円
以上）企業
数

R15 ― ― 1 件 1 件 100.0% 31,000 30,512
概ね
順調

　コンテンツ企業の出展数は、令和5年度の43
件を上回り47件と堅調に伸びている。
　今後も、年間を通した「ポップカルチャー」
によるにぎわい創出の工夫や、声優鈴村健一氏
の北九州市観光大使就任を契機として、各目標
値の達成に向け新たな取組を実施していく。

継続

15

日本新三大夜
景都市ブラン
ドを活用した
夜型観光促進
事業

　「日本新三大夜景都
市」全国1位（令和6年、2
回連続）の認定を受け、
本市の夜型観光をさらに
促進させるため、プロ
モーションを強化すると
ともに、代表的な夜景鑑
賞地である皿倉山頂に光
の装飾を施したフォトス
ポット整備などを実施す
る。

イン
バウ
ンド
課

観光消費額 R7
1,004億

円
R5 ― 集計中 ― 20,000 34,149

概ね
順調

　観光消費額は集計中であるが、夜景ブースの
出展回数が目標の6回を達成したことから、
「概ね順調」と評価。今後は、本市の夜型観光
の促進を図るため、引き続き夜景ブースの出展
などのプロモーション活動に取り組む。

継続

16
門司港レトロ
リニューアル
事業

　門司港レトロ地区にお
いて、さらなる魅力向上
施策を推進し、観光客誘
致や観光消費額の増加を
促進する。

門司
港レ
トロ
課

門司港地区
の観光客数
（地区別観
光客数）

R7
173.6万

人
R4 ― 集計中 ― 381,176 377,608

概ね
順調

　門司港レトロ地区における、有料観光施設の
利用者数は、令和5年度比108.4％の670,405人
となったものの、令和6年度目標値764,000人の
87.7％であったことから、「概ね順調」と判
断。
　今後も、さらなる魅力向上施策を推進し、観
光客誘致や観光消費額の増加を促進する。

継続

17
小倉城周辺歴
史文化観光磨
き上げ事業

　長崎街道（シュガー
ロード）など、小倉城関
連の歴史的・文化的資源
の掘り起こしや、観光資
源の磨き上げ・施設設備
の老朽化対策等を図り、
広域的な連携を含めた情
報発信を実施する。

観光
課

小倉城入場
者数

R7
25.8
万人

R5 25.0 万人 29.5 万人 118.0% 観光消費額 R7
1,004億

円
R5 ― 集計中 ― 8,000 7,362 順調

　小倉城周辺での季節に応じた小倉城竹あかり
など様々なイベントの開催により小倉城の入場
者数が目標値を大きく上回った。
　今後も小倉城周辺で開催されるイベントの国
内外に向けたSNSなどによるPR活動に取り組
む。

継続

多様な観光ニーズへの対
応（ステイケーション、
ロングステイ、サイクル
ツーリズム、トレッキン
グ、富裕層向けサービス
など）

18
海外作品等誘
致・支援事業

　タイを中心としたアジ
ア諸国の映像作品の撮影
を誘致することで、当該
映像作品の公開国の人々
に広くロケ地である北九
州市を知ってもらい、さ
らには北九州市の魅力を
発信することで観光客
（インバウンド）誘致に
つなげる。

MICE
・メ
ディ
ア芸
術課

海外映像作
品撮影によ
る直接経済
効果

R7
26,420

千円
R5 30,000 千円 集計中 ― 8,300 7,082

概ね
順調

　令和6年12月にフィリピン映画のロケを1件誘
致・支援した。令和6年度の海外作品誘致は1件
（達成率50％）だが、令和6年度より誘致を
行ってきたタイドラマの作品の撮影が令和7年
度にあるため、評価は「概ね順調」とした。
　今後は、観光・インバウンド事業担当課等と
連携しながら、ロケ地としてシティプロモー
ションを国内外で実施し、市内への誘客促進を
図っていく。引き続き、市のイメージアップや
インバウンド誘客により効果的な作品の撮影誘
致を実施し、市内における経済波及効果の増大
に努めて参りたい。

継続

７区の特色を生かした観
光コンテンツの魅力向上
（観光地、祭りなど）
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 都市ブランド創造局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
目標値 実績値 目標値 実績値

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性

「食」の魅力を活かした
周遊観光の推進(寿司＆
キャッスル)

19

満喫☆北九
州！スシ＆
キャッスル＋
ステイ促進事
業

　JR等民間事業者によっ
て、寿司の定額クーポン
が新たに販売されてい
る。
　この仕組みを活かし、
食をフックにした宿泊・
周遊促進に取り組むとと
もに、民間サイドの動き
への支援を通じ、寿司の
観光コンテンツ化を図
る。

すし
の都
課

観光消費額 R7
1,004億

円
R5 ― 集計中 ― 10,000 4,127 順調

　小倉城天守閣にて寿司を食べるプレミアムイ
ベントを実施したほか、市内寿司店舗のガイド
ブック制作や、寿司の定額クーポンの販売を支
援し、寿司をフックに「食」を通じた集客促
進・観光消費の拡大を図った。
　令和6年度の事業としては終了するが、令和7
年度は「すしの都　北九州」ブランド発信事業
にて実施する予定である。

廃止

20
MICE誘致推進
強化事業

　MICE開催を通じて海外
から企業・大学などの主
要な研究者等、次世代の
人材を多く集め、北九州
市の知名度向上を図ると
ともに、集まった人を市
内へ送り出す地域経済の
活性化に資する取組みを
強化する。

MICE
・メ
ディ
ア芸
術課

経済波及効
果

R10
114
億円

R5 120 億円 97 億円 80.8% 81,000 76,391
概ね
順調

　令和6年度のMICE開催件数は289件と、目標の
300件には到達できなかったものの、令和5年度
の263件を上回り、堅調に推移している。
　今後も、MICE開催を通じて、北九州市に国内
外から人を集め、北九州市の知名度向上及び地
域経済の活性化に繋げたい。

継続

21
インバウンド
誘致強化事業

　北九州空港・福岡空港
に直行便のあるエリアを
主なターゲットとして、
観光プロモーション（情
報発信）や受入環境の整
備等を行い、外国人観光
客の誘客促進を図る。

イン
バウ
ンド
課

外国人観光
客数

R7
26.9
万人

R5 ― 集計中 ―
外国人観光
消費額

R7 ― ― ― 集計中 ― 182,029 144,538 順調

　外国人観光客数・消費額は集計中であるが、
海外観光客向けプロモーション件数は目標値50
件に対し、実績値52件と目標を上回ったため、
「順調」と判断。
　今後も、訪日外国人観光客の増加が見込まれ
る中、より多くのインバウンド需要を取り込む
必要がある。

継続

外国人観光客の誘客の推
進
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 都市戦略局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅰ「稼げるまち」の実現

道路ネットワークの整備 1
下関北九州道
路整備促進事
業

　西日本地域の広域道路
ネットワークを支える極
めて重要な道路として、
下関北九州道路の早期実
現に向けた、調査及び都
市計画にかかる手続等を
行うとともに、国や関係
機関に対して要望・提案
活動を実施する。

都市
交通
政策
課

早期実現の
ための要望
活動を2県2
市（福岡
県、山口
県、北九州
市、下関
市）経済界
等で共同で
実施した回
数

毎年
度

2回 R3 2
回以
上

2 回 100.0% 12,500 12,434 順調

　2県2市（福岡県、山口県、北九州市、下関
市）と経済界等が共同で要望・提案活動を実施
し、下関北九州道路の早期実現に向けた機運醸
成を図った。また、説明会の開催や都市計画案
の縦覧を行う等、都市計画決定に向けた手続き
を着実に進めた。
　引き続き、国や関係自治体、経済界等と連携
し、都市計画決定に向けた手続き(都市計画審
議会の開催）や、国や関係機関に対しての要
望・提案活動など、早期実現に向けた取組を強
化していく。

継続

再生可能エネルギーや水
素拠点化を通じた市内企
業の成長と産業集積

2
住宅・建築物
の脱炭素化推
進関連事業

　「2050年のゼロカーボ
ンシティ」実現に向け、
住宅や建築物の脱炭素化
（ZEH・ZEB化等）につい
て、技術力向上研修や民
間事業者と連携した現場
見学会等により、事業者
や市民の理解を深めると
ともに、事業者の技術力
向上を図る。

住ま
い支
援室

技術力向上
研修（e-
ラーニン
グ）受講者
の満足度

R12 ― ― 80.0 ％ 100.0 ％ 125.0% 2,700 1,042 順調

　地元事業者に、北九州市健康省エネ住宅
「kitaQ ZEH」のメリットや施工上のポイント
等を理解してもらうため、建設現場見学会を6
回（10箇所）開催した。
　その結果、参加者アンケートでは、満足度
100％、健康やコストに関する理解度97％と高
い評価を得られた。
　また、「KITAKYUSHU-SHI PRESS（すしプレ
ス）」で「kitaQ ZEH」のメリットを分かりや
すく周知する動画を配信し、市民の理解の向上
を図った。
　引き続き、「kitaQ ZEH」などの省エネ住宅
の健康面やコスト面でのメリットを市民や地元
事業者に周知していくとともに、既存住宅の省
エネ化を促進するための取組の検討が必要であ
る。

継続

Ⅱ「彩りあるまち」の実現

4
リビテーショ
ン推進事業

　小倉駅周辺等の民間開
発の誘導と企業誘致の促
進を重点的に図る「コク
ラ・クロサキ　リビテー
ション」を推進するた
め、小倉北区京町三丁目
14番地区において次世代
仕様のオフィスビルの建
設を行う者などに対し
て、整備費の一部を補助
する。

事業
推進
課

小倉・黒崎
駅周辺1km
エリア内の
民間建設投
資額

R8 ― ―

単年度
目標設
定なし

（R5～
R8年度
の合計
値：600
億円）

140
(R5年度

実績)
億円 ― 110,500 109,668 順調

　まちなかの賑わい創出に寄与する空地の整備
に向け、「リビテーション」オフィスビル第2
弾である「小倉京町センタービル」の建設を行
う施行者に対して整備費の一部（令和6年度は
解体費）を補助した。
　令和8年の小倉京町センタービルの竣工に向
け、引き続き支援を行っていく。

継続

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

人や企業から選ばれるま
ちとしての価値向上

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
実績値

―

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値

継続
概ね
順調

―

単年度
目標設
定なし

（R5～
R8年度
の合計
値：600
億円）

億円

　都市デザインについては、ニーズ調査や現状
分析を行い、目指すべきまちの方向性や必要と
なる都市機能をとりまとめ、行政が考える素案
を作成した。
　また、勝山公園周辺では、昼夜を問わず賑わ
いを創出するため、水辺空間等の公共空間を活
用した社会実験を行い、居心地のよい空間づく
りを行った。
  さらに、黒崎では、商店街の低利用不動産を
活用したウォーカブル空間創出の社会実験を行
い、平日昼間を中心として、日常的に居心地よ
く滞在できる仕掛けづくりを行い、都市デザイ
ンの素案に反映させた。
　今後は、民間事業者等と意見交換を行いなが
ら、官民が協力して都市デザインを策定するこ
とを目指している。

27,03035,000
140

(R5年度
実績)

―R8―

小倉・黒崎
駅周辺1㎞
エリア内の
民間建設投
資額

(小倉・
黒崎の

平均点)
安心感
4.7点
寛容性
5.0点
安らぎ

感
4.0点
期待感
3.4点

（各8点
満点）

―――R83
豊かで居心地
のよいまちづ
くり事業

　エリアの価値を高める
居心地のよい都市空間を
創出するため、官民連携
での社会実験（小倉・黒
崎）を行いながら、高質
で賑わいのある都市デザ
インを策定することで、
新たな民間開発を誘導す
る。

都市
再生
企画
課

まちなかの
居心地の良
さを図る指
標
（安心感・
寛容性・安
らぎ感・期
待感）
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 都市戦略局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
実績値

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値

ウォーカブルなまちづく
り、快適なまちなか歩行
空間の整備

5
旧小倉合同庁
舎等跡地活用
事業

　小倉の中心部に位置す
る旧小倉合同庁舎跡地に
おいて、賑わいを創出す
るためのイベント広場
や、市民が憩い交流する
スペースの整備を実施す
る。

都市
再生
企画
課

旧小倉合同
庁舎跡地広
場の供用開
始

R8 ― ―

既存建
築物

の解体
完了

既存建
築物

の解体
完了

100.0% 187,000 144,046 順調

　旧小倉合同庁舎の解体工事を令和7年3月に完
了した。
　令和7年度は、広場整備を実施するととも
に、整備後の広場の価値や魅力を高め、さらに
多様な人を呼び込むため、広く利用者や、民間
事業者へのサウンディング調査による「管理・
運営方法」、社会実験による「使い方・ルー
ル」などを検討する。

継続

持続可能な公共交通ネッ
トワークの再構築

6
持続可能な公
共交通創造事
業

　過度なマイカー利用か
ら地球環境にやさしい公
共交通や徒歩・自転車へ
の利用転換を図るととも
に、デジタル技術等の導
入を支援することで、
「利用しやすい環境」と
「働きやすい環境」を創
出し、持続可能な公共交
通の実現を目指す。

都市
交通
政策
課

市内の公共
交通人口カ
バー率を約
86.0％に維
持

R8 86.0% R3 ― ― ―

公共交通に
対する満足
度を約
70.0％に向
上

R8 66.0% R3 66.0
％以
上

59.9 ％ 90.8% 13,700 8,997
概ね
順調

　市民に向けた公共交通の利用促進の取組（イ
ベント、出前講演等で公共交通利用促進やMaaS
認知度向上）を行うとともに、交通事業者と連
携し、おでかけ交通の運行やバス路線維持の補
助を行うなど市民の移動手段の維持確保に努め
た。
　交通事業者に対しては、デジタル技術（タク
シー配車・決済システム）の導入支援を行い、
「利用しやすい環境」「働きやすい環境」づく
りに向けた取組を実施した。
　引き続き、交通事業者や地域住民と連携し、
市民の移動手段の確保を行い、公共交通に対す
る満足度の向上を目指していく。

継続

７区の特色を生かした観
光コンテンツの魅力向上
（観光地、祭りなど）

8

若松北海岸の
自然を活かし
た体験型・滞
在型観光の促
進事業

　夕日の名所で知られる
「遠見ヶ鼻」に代表され
る自然景観、新鮮な農水
産物の産地としての魅力
など、観光地としてポテ
ンシャルを有する若松北
海岸について、民間事業
者等の創意・工夫による
投資を促進することで体
験型・滞在型観光を実現
する。

都市
再生
企画
課

観光関連施
設の開発申
請件数の増
加

R15 ― ― 2 件 0 件 0.0% 3,000 1,034 遅れ

　令和6年8月に観光関連施設の開発を可能とす
る土地利用に係る制限緩和を行った。制限緩和
後、関心を持つ市内外の事業者から様々な相談
を受け、現地の案内やエリア内で事業を営んで
いる方の紹介を行ったが、開発申請に至ってい
ない。
　今後も観光関連施設の立地に向けた事業者へ
の支援を行う。

継続

Ⅲ「安らぐまち」の実現

9
まちなか居住
移転支援事業

　持続可能な都市経営の
実現に向け、災害から市
民の生命・財産を守ると
ともに、まちなかの活力
を維持増進するため、区
域区分見直しによる市街
化調整区域への編入区域
等からまちなかへの移転
支援を実施する。

都市
計画
課

土砂災害に
よる危険か
らの回避

― ― ―

土砂災
害によ
る危険
からの
回避

補助を
活用し
た居住
移転に
より、
土砂災
害によ
る危険
からの
回避が
図られ
た。

― 21,685 1,347
やや
遅れ

　災害のおそれの高い地域等からまちなかへ移
転にかかる費用の一部を補助する支援策を開始
した。
　移転に至るまでには時間を要し、補助申請に
至ったケースは少ないが、引き続き相談に対応
しながら、より多くの支援につなげていきた
い。
　また、移転の支援策について多くの問合せを
いただき、関心の高さがうかがえるが、補助申
請に至らないケースが多いことから、今後もど
ういった支援が有効か研究していく。

継続

継続
概ね
順調

95.7%R5
毎年
度

134,358152,000727760630人

　北九州市への移住を推進するため、東京圏か
らの移住に係る支援や、市外から移住する世帯
に街なかの良質な住宅を取得又は賃借する費用
の一部を補助した。
　その結果、支援制度を利用した転入者数は
727人となり、概ね目標を達成した。
　北九州市の住みやすさの情報発信を強化し、
若い世代から選ばれるまちづくりを目指す必要
がある。
　また、効果的な制度設計を行っていくととも
に、関係部局と連携し、制度のPRを総合的に推
進していく必要がある。

移住支援金
や住宅取得
等費用の補
助を利用し
た転入者数

住ま
い支
援室

　北九州市への移住を推
進するため、若者や子育
て世帯をメインターゲッ
トとして、情報発信、お
試し暮らし、移住支援金
や住宅取得等費用の支援
等により、移住検討段階
に応じた切れ目のない支
援を実施する。
　また、民間事業者なら
ではのアイデアやノウハ
ウを活かした官民連携に
よる取組や、「北九州
市」が移住先の選択肢の
一つとして認識してもら
えるよう、福岡都市圏へ
通勤している方などの声
を活かしたPRを行い、北
九州市への移住人口の増
加に繋げる取組を実施す
る。

移住推進関連
事業

持続可能な都市経営を目
指したまちづくりの推進

人人
戦略的な定住・移住施策
の推進

7
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 都市戦略局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
実績値

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値

10
戦略的都市政
策推進事業

　市街化区域の斜面地等
を市街化調整区域へ見直
す区域区分見直しについ
て、都市計画決定に向け
た都市計画手続を実施す
る。

都市
計画
課

土砂災害に
よる危険か
らの回避

― ― ―

土砂災
害によ
る危険
からの
回避

将来的
な被災
リスク
の軽減
を図っ
た

― 2,000 1,499 順調

　市街化区域から市街化調整区域への編入を実
施し、郊外開発を抑制するとともに、将来的な
被災リスクの軽減を図った。
　予定していた都市計画手続きが完了したこと
から、当該事業は廃止。

廃止

11
民間建築物耐
震改修費等補
助事業

　民間建築物の耐震化を
促進するため、一定の要
件に該当する木造住宅や
マンション、多数の市民
が利用する特定建築物等
の耐震化及び危険なブ
ロック塀等の除却、耐震
化と同時に実施する省エ
ネ改修、耐震性の不足す
る住宅の除却に要する費
用の一部を補助し、市民
が安全・安心に暮らせ
る、地震に強いまちづく
りを目指す。

建築
指導
課

住宅の耐震
化の完了
（おおむね
解消）

R12 73.6% H21 95.0
％以
上

集計中 ― 44,300 41,782
概ね
順調

　「北九州市耐震改修促進計画」に基づき、耐
震改修工事費等への補助を行うとともに、市民
向けパンフレット等の作成・配布やセミナーの
開催、無料相談窓口の設置など、建築物の耐震
化の普及・啓発に取り組んだ。
　令和7年度には、国の基本方針、県の促進計
画の改定が予定されており、また本市でも、促
進計画の改定作業に着手する予定である。今後
も継続して、建築物の耐震化促進の取組を進め
る。

継続

利活用を含めた空き家対
策

12
空き家対策事
業

　空き家の増加を抑制す
るため、空家等対策計画
の見直しを行うととも
に、空家等管理活用支援
法人等の官民連携により
空き家対策を強化する。

空き
家活
用推
進課

住宅・土地
統計調査に
おけるその
他空き家数

R12
26,200

戸
H30 28,600 戸 27,880 戸 102.5% 172,000 131,111 順調

　空き家の適切な管理や活用に関する相談会等
による発生予防、空き家バンク等による流通促
進、所有者への是正指導等による老朽空き家の
解消に取り組み、目標以上のその他空き家数を
解消することができた。
　今後も空き家の増加が見込まれるため、引き
続き空き家対策を継続する。

継続

郊外部など公共交通の不
便地域における交通・生
活サービスの確保

13

地域の生活交
通を確保する
「おでかけ交
通支援事業」

　公共交通空白地域にお
ける地域住民の生活交通
を確保するため、おでか
け交通を運行するタク
シー事業者や車両の小型
化により路線を維持する
バス事業者への運行支援
等を実施する。

都市
交通
政策
課

市内の公共
交通人口カ
バー率を約
86.0％に維
持

R8 86.0% R3 ― ― ―

公共交通に
対する満足
度を約
70.0％に向
上

R8 66.0% R3 66.0
％以
上

59.9 ％ 90.8% 216,700 192,094
概ね
順調

　地域の生活交通を担う交通事業者に対し、バ
ス車両の小型化やおでかけ交通の運行経費に対
する補助を行うなど、市民の移動手段の確保に
取り組んだ。さらに、地域住民等と協議し、お
でかけ交通の乗り場やダイヤ調整、回数券の販
売など利用促進に関する取組を行った。
　引き続き、交通事業者や地域住民と連携し、
市民の移動手段の確保を行い、公共交通に対す
る満足度の向上を目指していく。

継続
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 都市整備局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅰ「稼げるまち」の実現

1
主要な道路の
整備（恒見朽
網線など）

　主要な街路・道路事業
を重点的かつ速やかに整
備することで、市内の渋
滞対策、物流ネットワー
クの強化、地域間の連
携・交流促進を図る。

道路
計画
課

道路整備に
よる所要時
間短縮の合
計値（R13
目標：52.8
分）

R13 0.0分 R5 1.9 分 1.9 分 100.0% 3,147,694 3,866,989 順調

　都市計画道路である汐井町牧山海岸線などの
路線は令和6年度内に供用開始しており（延長
1.3km）、道路整備は概ね計画通りに進捗して
いることから、「順調」と判断。

継続

2
自動車専用道
路ネットワー
クの整備

　港湾・空港・鉄道ター
ミナルなど、拠点間を結
ぶ交通・物流ネットワー
クの構築や地域間の連
携・交流促進を図るた
め、環状放射型自動車専
用道路ネットワークの整
備を推進する。

道路
計画
課

枝光ランプ
～戸畑ラン
プ間の所要
時間短縮値
（R15目
標：25.5
分）

R15 0.0分 R5 25.5

分
（R
15
ま
で）

― ― 1,567,000 1,818,516 順調

　戸畑枝光線の令和15年度の供用開始に向け、
令和6年度予定していた道路改良工事 等は計画
通りに完了（計画：橋梁下部工1基，実績：橋
梁下部工1基）していることから、「順調」と
判断。

継続

Ⅱ「彩りあるまち」の実現

3
折尾地区総合
整備事業（都
市構造）

　折尾駅周辺のにぎわい
づくりを推進する。

折尾
総合
整備
事務
所

賑わい空間
を活用して
イベント回
数を増や
す。

R8 40回 R3 94 回 129 回 137.2% 92,400 72,294 順調

　都市再生整備計画に基づき事業が進んでお
り、令和6年度に公共施設（駐輪場）の整備も
完了している。また、賑わい空間でのイベント
回数が目標値を上回り、にぎわいづくりの創出
ができていることから、「順調」と判断。

継続

4
都市再生整備
計画（公園）

　官民が連携し、東田地
区の公共空間の魅力向上
を図るとともに、観光交
流拠点の中核にふさわし
い都市環境の形成を推進
する。

公園
管理
課

東田地区来
訪者の平均
滞在時間

R7 1.2時間 R1 1.2 時間 1.1 時間 91.7%

東田地区の
主要地点に
おける歩行
者通行量

R7
11,356
人/日

R2 11,356
人/
日

― ― 80,000 80,000
概ね
順調

　令和6年度は予定していた整備が完了した。
工事期間中に東田大通り公園が利用できなかっ
たことによる、平均滞在時間の減少も少なかっ
たことから、「概ね順調」と判断。

継続

「北九州の台所」旦過地
区のまちづくり

5
旦過地区再整
備事業

　長年市民に親しまれて
いる旦過市場の魅力向上
と、市場に隣接する神嶽
川の治水安全度の向上の
ため、河川事業と一体と
なった旦過地区の再整備
を推進する。

神嶽
川旦
過地
区整
備室

特定消防区
域（木造密
集地）の解
消

R9

特定消
防区域

(木造密
集地)：
5,278㎡

R1
解消率
61.0

％
解消率
61.0

％ 100.0%

計画規模降
雨（1/50年
確率）に耐
えうる河川
整備の完了

R13
事業進
捗率：

0％
R1

事業進
捗率
20.0

％ 17.7 ％ 88.5% 803,741 899,618
概ね
順調

　旦過地区区画整理についてはA、BC地区の既
存建物の解体が完了し、特定消防地区の解消が
計画どおり進捗している。神嶽川の河川改修に
ついても概ね計画どおり進捗しているため、
「概ね順調」と判断。

継続

魅力ある住環境の整備 6
折尾地区総合
整備事業

　駅を中心とした道路改
築工事を推進する。土地
区画整理事業区域内にお
ける宅地や道路整備を推
進する。

折尾
総合
整備
事務
所

進捗率 R10 89.0% R5 93.0 ％ 93.0 ％ 100.0% 3,313,685 3,189,686 順調

　令和6年度で連続立体交差事業が完了すると
ともに、街路事業や土地区画整理事業において
も、住環境の整備が着々と進み、目標値を達成
していることから、「順調」と判断。

継続

Ⅲ「安らぐまち」の実現

7
主要河川の整
備

　近年、激甚化・頻発化
する豪雨災害等の浸水被
害を抑制するため、治水
事業の根幹となる河川改
修を実施する。

水環
境課

浸水被害の
低減（河川
の護岸整備
完了）

R11 2河川 R5 2 河川 2 河川 100.0% 1,503,100 1,615,600 順調

　浸水被害の低減を目標とした河川護岸整備
は、令和6年度目標の2河川完了を達成している
ことから、「順調」と判断。
　今後も国や県と連携しながら、計画的な河川
整備を進めていく必要がある。

継続

8
豪雨災害から
市民を守る緊
急対策事業

　平成30年7月豪雨により
被害が発生した河川の改
修や河川情報システムの
強化等により、市民が安
全・安心を感じるまちづ
くりを推進する。

水環
境課

浸水被害の
低減（河川
の整備完
了）

R7 4河川 R5 4 河川 4 河川 100.0% 597,800 517,457 順調

　溢水した普通河川の改修事業については、地
元と合意形成を図りながら、着実に進めてい
る。また、河川情報システムの強化対策につい
ても、水位計や監視カメラの設置等を予定どお
り進めている。以上のことから「順調」と判
断。
　今後も、計画的な河川整備を進めていく必要
がある。

継続

通学路の安全対策の強化 9
通学路の安全
対策

　登下校中の児童が交通
事故に巻き込まれず、安
全に安心して通学できる
環境を整えるため、教育
委員会や学校関係者、警
察と一体となって、さら
なる通学路の安全対策を
推進する。

道路
計画
課

子どもが関
連した事故
件数の減少

― 52件 R5
R5年比
減少

54 件 96.2% 793,069 706,060
概ね
順調

　通学路交通安全プログラムに基づき、学校・
地元・警察と協働して、安全点検・安全対策を
実施し、子どもが関連した事故件数が令和5年
度と同程度であることから、概ね順調と判断し
た。

継続

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値

浸水・治水対策のインフ
ラ整備などの促進

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

道路ネットワークの整備

官民連携によるまちづく
りの推進

実績値
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 港湾空港局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅰ「稼げるまち」の実現

1
航空物流支援
事業

　集貨ルートの確立や特
殊大型貨物(シー＆エア輸
送)の取込み、大型貨物定
期便の誘致・安定化、通
関機能の確立を目的とし
て、トラック経費の支援
（空港と物流拠点施設
間）や航空会社への運航
支援を実施する。

空港
企画
課

航空貨物取
扱量
（R10年度
目標：5万
トン）

R10
1.2万ト

ン
R5 ― 3.7

万ト
ン

― 307,960 307,960 順調

　物流拠点化に向け、路線誘致、航空会社への
運航助成、集貨促進等を実施した。
　令和6年度の取扱量実績は3.7万トンであるた
め、順調と評価する。

継続

2

次世代航空物
流構築事業
【県・町連
携】

　2024年問題や脱炭素社
会など、次世代物流の構
築を目的として、国内貨
物定期便の集貨支援や半
導体貨物への重点的な集
貨支援の取組みを実施す
る。

空港
企画
課

航空貨物取
扱量
（R10年度
目標：5万
トン）

R10
1.2万ト

ン
R5 ― 3.7

万ト
ン

― 65,000 42,764 順調

　物流拠点化に向け、路線誘致、航空会社への
運航助成、集貨促進等を実施した。
　令和6年度の取扱量実績は3.7万トンであるた
め、順調と評価する。

継続

3
北九州空港整
備事業地元負
担金

　滑走路延長をはじめ、
北九州空港の機能強化に
伴う経費を負担する。

空港
企画
課

航空貨物取
扱量
（R10年度
目標：5万
トン）

R10
1.2万ト

ン
R5 ― 3.7

万ト
ン

― 533,333 801,819 順調

　物流拠点化に向け、路線誘致、航空会社への
運航助成、集貨促進等を実施した。
　令和6年度の取扱量実績は3.7万トンであるた
め、順調と評価する。

継続

4

新規航空路線
支援事業
【県・町連
携】

　新規航空路線の誘致や
就航路線の安定化を目的
として、航空会社への運
航支援や利用促進などの
取組を実施する。

空港
企画
課

北九州空港
利用者数
（R10年度
目標：200
万人）

R10
118
万人

R5 ― 120 万人 ― 135,402 94,923
概ね
順調

　国内外の航空需要の取り込みに向け、路線誘
致、航空会社への運航助成、集客・PR、航空地
上支援事業者の人材確保に向けた支援等を実施
した。
　また、空港アクセス強化の面では、令和6年
度に朽網駅への特急列車の停車が決定（運行開
始は令和7年度）するとともにエアポートバス
の増便に向けた取組を行った。
　令和6年度の利用者数実績は約120万人（R5年
度比約2％増）であるため、概ね順調と評価す
る。

継続

5
国内線集客促
進事業【苅田
町連携】

　ビジネス需要を補完す
る新たな旅客需要の取込
みに向け、国内基幹路線
の羽田線の利用促進を目
的として、早朝深夜便の
利用促進や首都圏共同プ
ロモーションなどの取組
を実施する。

空港
企画
課

北九州空港
利用者数
（R10年度
目標：200
万人）

R10
118
万人

R5 ― 120 万人 ― 25,962 25,485
概ね
順調

　国内外の航空需要の取り込みに向け、路線誘
致、航空会社への運航助成、集客・PR、航空地
上支援事業者の人材確保に向けた支援等を実施
した。
　また、空港アクセス強化の面では、令和6年
度に朽網駅への特急列車の停車が決定（運行開
始は令和7年度）するとともにエアポートバス
の増便に向けた取組を行った。
　令和6年度の利用者数実績は約120万人（R5年
度比約2％増）であるため、概ね順調と評価す
る。

継続

6
空港受入体制
強化事業【苅
田町連携】

　旅客便及び貨物便の受
入に向け、地上支援業務
従事者不足の解消を目的
として、通勤環境改善な
どの新規雇用促進支援を
実施する。

空港
企画
課

北九州空港
利用者数
（R10年度
目標：200
万人）

R10
118
万人

R5 ― 120 万人 ― 14,285 3,879
概ね
順調

　国内外の航空需要の取り込みに向け、路線誘
致、航空会社への運航助成、集客・PR、航空地
上支援事業者の人材確保に向けた支援等を実施
した。
　また、空港アクセス強化の面では、令和6年
度に朽網駅への特急列車の停車が決定（運行開
始は令和7年度）するとともにエアポートバス
の増便に向けた取組を行った。
　令和6年度の利用者数実績は約120万人（R5年
度比約2％増）であるため、概ね順調と評価す
る。

継続

7
空港アクセス
強化事業

　バス、鉄道などの多様
な交通手段を生かした空
港アクセス強化を目的と
して、エアポートバスの
増便(小倉・朽網)や鉄道
との乗継強化、バス待合
環境向上などの取組を実
施する。

空港
企画
課

北九州空港
利用者数
（R10年度
目標：200
万人）

R10
118
万人

R5 ― 120 万人 ― 251,825 250,429
概ね
順調

　国内外の航空需要の取り込みに向け、路線誘
致、航空会社への運航助成、集客・PR、航空地
上支援事業者の人材確保に向けた支援等を実施
した。
　また、空港アクセス強化の面では、令和6年
度に朽網駅への特急列車の停車が決定（運行開
始は令和7年度）するとともにエアポートバス
の増便に向けた取組を行った。
　令和6年度の利用者数実績は約120万人（R5年
度比約2％増）であるため、概ね順調と評価す
る。

継続

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

北九州空港の物流拠点化
と空港機能の強化

東アジアのゲートウェイ
空港を目指した北九州空
港旅客路線・アクセス
ネットワーク強化

目標値 実績値 目標値 実績値
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 港湾空港局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率
評価 主な取組と成果に対する評価

今後の
方向性

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）目標値 実績値 目標値 実績値

北九州港の機能強化 8
太刀浦地区土
砂処分場整備
事業

　北九州港の東部地区に
おける航路や泊地の浚渫
等による港湾機能の維
持・向上のため、新たな
土砂処分場の整備を行
う。

計画
課

公有水面埋
立免許の取
得

R9 ― ―
土地利
用計画
の策定

土地利
用計画
策定

100.0% 10,000 5,132 順調

　令和6年度は、公有水面埋立法に基づく埋立
免許申請の基礎資料となる埋立後の将来的な土
地利用計画を策定した。
　今後は、埋立免許申請に向けて、調査や設
計、各種調整を行い、早期の埋立免許取得に向
けて手続きを進めていく。

拡充

9
海上モーダル
シフト促進事
業

　2024年問題の解決と物
流における環境負荷低減
の促進を目的として、陸
上輸送から海上輸送への
転換を図るため、フェ
リー・RORO航路を初めて
利用する事業者に対する
補助を実施する。

物流
振興
課

北九州港海
上出入貨物
取扱量
（R11目
標：10,900
万トン）

R11
9,857万

トン
R5

R5年比
増加

10,063
万ト
ン

102.1% 7,400 3,922 順調

　船会社や荷主等への企業訪問や、地元の物流
事業者と協働した北九州港のPR活動を実施した
結果、海上出入貨物取扱量は例年並みの水準を
維持している。

継続

10
港湾利用促進
支援事業

　北九州港に寄港する船
会社の航路維持・拡大及
び集貨拡大を目的とし
て、新たな航路・貨物に
対する補助を行う。

物流
振興
課

北九州港海
上出入貨物
取扱量
（R11目
標：10,900
万トン）

R11
9,857万

トン
R5

R5年比
増加

10,063
万ト
ン

102.1% 88,610 27,323 順調

　船会社や荷主等への企業訪問や、地元の物流
事業者と協働した北九州港のPR活動を実施した
結果、海上出入貨物取扱量は例年並みの水準を
維持している。

継続

11
北九州港集貨
航路誘致事業

　セミナーの開催や、
様々な媒体を利用しての
PR及び官民一体となった
ポートセールス活動など
を通じて、北九州港への
集貨・航路誘致を行う。

物流
振興
課

北九州港海
上出入貨物
取扱量
（R11目
標：10,900
万トン）

R11
9,857万

トン
R5

R5年比
増加

10,063
万ト
ン

102.1% 11,075 10,852 順調

　船会社や荷主等への企業訪問や、地元の物流
事業者と協働した北九州港のPR活動を実施した
結果、海上出入貨物取扱量は例年並みの水準を
維持している。

継続

産業用地の創出・確保 12
臨海部産業用
地活用事業

　臨海部産業用地の維持
管理及び売却・貸付を実
施する。
　臨海部産業用地への企
業立地に向け、埋立地の
造成を行う。

港営
課

整備
課

臨海部用地
への
分譲促進

― ― ―

臨海部
用地

年2件以
上の分
譲

2 件 100.0%
新門司埋立
地の分譲完
了(16.3ha)

R14 0ha R5 4.8 ha 4.6 ha 95.8% 242,000 168,172
概ね
順調

　国有地について、令和6年度は取得に向けた
協議を国と行っており、令和7年度に取得する
予定。臨海部用地については新門司地区の土地
を2件（4.6ha）分譲した。
　また、新門司北地区において、分譲地を確保
するため、地盤改良及びインフラ整備を実施し
た。引き続き、早期分譲に向け、埋立地の造成
を行う。

継続

風力発電関連産業の「総
合拠点」の形成

13

響灘地区にお
けるエネル
ギー関連産業
の拠点形成事
業

　響灘地区の充実した港
湾インフラと広大な産業
用地を活用し、風力発電
関連産業の総合拠点の形
成を推進する。

洋上
風力
拠点
化推
進課

4つの拠点
機能（「積
出・建設拠
点」「製造
産業拠点」
「物流拠
点」「O&M
拠点」）の
形成

R12 1機能 R5 2
機能
（累
計）

2
機能
（累
計）

100.0%

浮体式拠点
の形成
（R12まで
に1箇所）

R12 0箇所 R5

単年度
目標

設定な
し

― ― 2,576,522 2,746,749 順調

　4つの拠点機能（「積出・建設拠点」「製造
産業拠点」「物流拠点」「O&M拠点」）の形成
を進めるため、港湾施設整備や土地の整備を行
うとともに、企業進出を促進するための企業訪
問を行った。
　その結果、基地港湾およびSEP船等特殊作業
船用岸壁の供用を開始した。

継続

Ⅲ「安らぐまち」の実現

港湾の防災・減災機能の
強化

14
海岸（高潮）
事業

　高潮の災害から背後地
の住居や立地企業を守る
ため、海岸保全施設の整
備を行う。

整備
課

後背地防護
面積の拡大
(74ha)

R8 0ha H24 66.8 ha 66.8 ha 100.0% 50,000 32,570 順調

　新門司北地区における海岸保全施設の整備工
事が計画どおりの工程で進んでいるため、「順
調」と判断。
　本市の高潮対策の重要性を継続して国に伝
え、予算の確保に務めていく。

継続

北九州港の利用促進
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 消防局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅲ「安らぐまち」の実現

1
火災予防の推
進

　火災を予防するととも
に、いざという時に行動
することができるよう、
幼少年から高齢者に対す
る火災予防啓発を推進す
る。

予防
課

住宅用火災
警報器の設
置率の向上

毎年
度

88.0% R5
R5年度
比向上

88.0 ％ 100.0% 3,500 3,297 順調

　住宅用火災警報器の設置率は、令和5年度と
同等の水準であり、「順調」と判断。住宅火災
による死者の発生を防ぐため、引き続き住宅用
火災警報器の設置促進に取り組む。

継続

2
消防音楽隊に
よる防火・防
災意識の醸成

　消防音楽隊の演奏やカ
ラーガード隊の演技を通
じて、幅広い世代を対象
に消防のPR活動や防火・
防災の啓発活動を実施す
る。

訓練
研修
セン
ター

聴衆者数の
確保

毎年
度

9.2
万人

R5 12 万人 14.8 万人 123.3% 6,000 7,392 順調

　消防音楽隊は、消防の各種行事や式典、市内
各小学校など教育機関と連携した「消防“夢”
コンサート」に出演し、音楽隊の演奏やカラー
ガード隊の演技を通じた防火・防災の啓発活動
を行っている。こうした活動の聴衆者数は、目
標数値12万人を上回る14.8万人を達成、出演回
数も112回で、目標値の100回を上回り、円滑な
活動ができているため「順調」と判断。更なる
防火・防災意識の醸成のため、引き続き消防音
楽隊による演奏や演技を通じた普及活動を継続
していく必要がある。

継続

3

ICTを活用した
救急搬送ス
ピードアップ
事業

　救急需要の増加などの
影響で、救急車が病院に
到着するまでの時間が伸
びているため、患者情報
を早期に医療機関と共有
できる「患者情報管理シ
ステム」を導入し、搬送
の迅速化を図る。

救急
課

心肺停止傷
病者の
1ヵ月生存
率の向上

R8 16.4% R5 16.6 ％ 16.1 ％ 97.0% 37,300 16,920
概ね
順調

　予定通りに「患者情報管理システム」を導入
し、救急業務におけるDXの基盤体制の構築が進
んだ。しかし現場滞在時間や医師への引継ぎ時
間の短縮には至らず、成果指標の心肺停止傷病
者の1ヵ月生存率の向上には繋がらなかったた
め「概ね順調」と判断。本システムは令和7年1
月1日に運用開始されており、今後は運用の定
着が課題である。

継続

4
応急手当の普
及啓発活動の
推進

　不測の事態により傷病
者が発生した場合、現場
に居合わせた誰もが適切
に応急手当を行い、一人
でも多くの市民の命を守
るため、子どもから大人
まで幅広い範囲で、応急
手当の普及啓発活動を推
進する。

救急
課

心肺停止傷
病者の
1ヵ月生存
率の向上

R8 16.4% R5 16.6 ％ 16.1 ％ 97.0% 856 1,395
概ね
順調

　応急手当講習の受講者数は令和5年度より393
名増加したが、成果指標の心肺停止傷病者の
1ヵ月生存率の向上には繋がらなかったため
「概ね順調」と判断。生存率の向上にはバイス
タンダー（現場に居合わせた方）の正しい心肺
蘇生や応急手当実施率が必要不可欠のため、引
き続き受講者数の増加を図る。

継続

5
救急救命士資
格取得研修

　市民に対し、高度な救
急救命処置ができるよう
に、新規救急救命士や気
管挿管認定救命士の養成
を行う。

救急
課

心肺停止傷
病者の
1ヵ月生存
率の向上

R8 16.4% R5 16.6 ％ 16.1 ％ 97.0% 14,735 14,406
概ね
順調

　新規救急救命士や気管挿管認定救命士を計画
通り129人養成したが、成果指標の心肺停止傷
病者の1ヵ月生存率の向上には繋がらなかった
ため「概ね順調」と判断。生存率の向上には救
命士の高度な処置が必要であるため、今後も継
続して救命士の養成を図る。

継続

6
救急需要増大
に伴う救急車
の増台

　高齢化の進展等により
救急需要が増大してお
り、消防研究センターと
行った将来推計では、
2035年まで救急出動件数
の増加が見込まれてい
る。増大する救急需要に
対応するため、運用する
救急車を増台する。

救急
課

心肺停止傷
病者の
1ヵ月生存
率の向上

R8 16.4% R5 16.6 ％ 16.1 ％ 97.0% 42,693 41,813
概ね
順調

　運用する救急車を1台増台し、救急需要が高
まった際に迅速に運用できるように体制を整備
したが、成果指標の心肺停止傷病者の1ヶ月生
存率の向上には繋がらなかったため、「概ね順
調」と判断。
　生存率の向上には、迅速な現場到着が必要で
あり、今後の救急需要の増加に対応するため、
さらなる救急車の増台による救急体制の整備を
行う。

拡充

市民への防火意識のさら
なる普及啓発

救急体制のさらなる強化

決算額
（千円）

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課

主な施策
務
業
号

事
事
番

予算額
（千円）実績値

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値
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令和６年度　行政評価の取組結果（事業評価） 上下水道局

KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅰ「稼げるまち」の実現

産業用地の創出・確保 1

響灘地区等の
需要増に伴う
工業用水道施
設整備

　響灘地区における工業
用水の需要が増加するた
め、浄水場内施設及び配
水管の整備に取り組む。

浄水
課
計画
課

響灘地区へ
の供給量確
保

R6

R4年度末
供給量

（50,700
㎥/日）

R4
R4年度末

比
＋18,000

㎥/
日

＋0
㎥/
日

0.0% 1,038,400 458,194
概ね
順調

　他工事の影響により、工事の一部が令和6年
度中に完了しなかったが、令和7年中には施設
整備が完了し、令和8年1月からの受水開始を予
定している企業への供給に対応できる見込みで
ある。

継続

インフラシステムの輸出
による海外ビジネス展開
（上下水道分野）

2

インフラシス
テムの輸出に
よる海外ビジ
ネス展開（上
下水道分野）

　国際技術協力で培われ
た相手国との信頼関係を
活用し、北九州市海外水
ビジネス推進協議会の会
員企業が実施する海外水
ビジネスを支援する。

海外
事業
課

海外技術者
育成に係る
研修員受入
れ
700人（R6
～R12年度
累計）

R12 100人 R5

100人

(R6～
R12年度
累計

100人）

201人

（R6～
R12年度
累計

201人）

201.0%

(R6～
R12年度
累計

201.0%)

国際技術協
力や海外水
ビジネス支
援
42件（R6～
R12年度累
計）

R12 6件 R5

6件

（R6～
R12年度
累計
6件）

8件

（R6～
R12年度
累計
8件）

133.3%

（R6～
R12年度
累計

133.3％
）

172,771 78,706 順調

　アジアを中心とする国を対象とした職員派遣
や研修員受入れを通じて培われた相手国との信
頼関係を活用し、北九州市海外水ビジネス推進
協議会の会員企業が、当該国に対して実施する
海外水ビジネスを支援することができた。

継続

Ⅲ「安らぐまち」の実現

3 浸水対策事業

　大雨による浸水被害を
軽減するため、雨水管等
の整備を進め、流域全体
の浸水に対する安全度の
向上を図る。
　「北九州市上下水道局
雨水対策基本方針」で設
定した重点整備地区につ
いて、整備に取り組む。

下水
道計
画課

「北九州市
上下水道局
雨水対策基
本方針」で
設定した重
点整備地区
16地区の整
備完了地区
の増加（～
R12年度）

R12 0地区 R元

1地区

（累計6
地区の
整備完
了）

1地区

（累計6
地区）

100.0%

（累計
100.0%

）

2,810,000 1,903,761 順調

　重点整備地区の雨水整備について、令和6年
度予定どおり1地区（木町二丁目地区）の整備
が完了し、16地区中6地区の整備が完了したた
め、計画どおり進んでいる。

継続

4
地震対策事業
（下水道施
設）

　大規模な地震が発生し
た場合においても、最低
限の下水処理が行えるよ
うに下水道施設の耐震化
に取り組む。
　浄化センターに近接す
るポンプ場や災害拠点病
院などから排水を受ける
重要なポンプ場の耐震化
に取り組む。

施設
課

重要な15ポ
ンプ場の耐
震化率の増
加（R7年度
末73.3%)

R7 0.00% R元

13.3％

(累計
66.7%)

6.7％

(累計
53.3%）

50.4%

(累計
80.0%）

120,000 163,600
概ね
順調

　令和6年度に予定していた城野ポンプ場、払
川ポンプ場の耐震化工事について、日本下水道
事業団との工事委託に関する協定は締結した。
工事にやや遅れが生じているが、概ね目標の耐
震化率を達成している。

継続

5
地震対策事業
（水道施設）

　大規模な地震が発生し
た場合においても、安全
で安定的な給水を確保す
るため水道施設の耐震化
に取り組む。

浄水
課
計画
課

浄水施設の
耐震化率の
増加(R10年
度末
77.5%)

R10 33.60% R元

―

(累計
59.2%)

―

(累計
59.2%)

―

配水池の耐
震化率の増
加
(R7年度末
60.1%)

R7 54.1% R元

5.6%

(累計
59.7%)

5.6%

(累計
59.7%)

100.0%

（累計
100.0%

）

272,004 339,694 順調

　浄水施設の耐震化については、本城浄水場の
耐震化を計画的に実施しており、また、配水池
の耐震化については小熊野第一配水池の耐震化
が完了し、目標の耐震化率を達成している。

継続

担
当
課

予算額
（千円）

決算額
（千円）

上下水道施設の自然災害
対策の推進

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
実績値

評価 主な取組と成果に対する評価
今後の
方向性目標値 実績値 目標値
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KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率

Ⅱ「彩りあるまち」の実現

文理の枠を超えた学び・
最先端の理工系教育の推
進

2

Kitakyuスーガ
ク＋（プラ
ス）による理
工系人材育成
推進

　北九州市ならではの
「特色ある数学、理科教
育の推進」に取り組み、
理数への興味や向上心を
喚起させることで、将来
の理工系人材の育成を推
進する。

次世
代教
育推
進課

将来の夢や
目標を持っ
ているこど
もの割合

R10

小：
81.1%
中：

66.8%

R5

小：
81.9%
中：

67.5%

小：
82.0%
中：

65.7%

小：
100.1%
中：
97.3%

4,064 4,064
概ね
順調

　数学に関する「学校の中で味わえない体験の
演出」を通して、中学生が数学への興味を深め
るとともに、数学に強い次世代人材を育成する
ため、令和7年1月19日（日）に第2回スー1★GP
を開催した。成果指標である「将来の夢や目標
を持っているこどもの割合」について、中学生
の実績は目標を下回ったものの、第2回スー1★
GPの満足度に係るアンケートでは、肯定的回答
が96％であり、市内の理工系教育の推進を図る
きっかけとなった。

継続

コミュニケーション力や
生きる力を身につける教
育の推進

3
経済界との連
携による学校
支援事業

　市内企業等と連携し
て、企業等の人材やノウ
ハウなどを学校教育に生
かす。

次世
代教
育推
進課

将来の夢や
目標を持っ
ているこど
もの割合

R10

小：
81.1%
中：

66.8%

R5

小：
81.9%
中：

67.5%

小：
82.0%
中：

65.7%

小：
100.1%
中：
97.3%

5,500 5,500
概ね
順調

　「北九州の企業人による小学校応援団」で
は、講師派遣プロジェクト及び社会体験プロ
ジェクトとして児童への出前授業、教職員・保
護者（PTA）向けの研修等、親学推進プロジェ
クトを実施した。成果指標である「将来の夢や
目標を持っているこどもの割合」について、小
学生の実績は目標を上回っており、地元企業を
知ることで、本市の新たな魅力に気付くなど、
キャリア教育の側面からも効果が認められた。

継続

学校給食の質の向上 4

学校給食の魅
力向上（おい
しい給食大作
戦）

　学校給食の魅力向上に
向けて、新献立の提供や
SNSでの情報発信に取組む
とともに、安全安心で安
定的な学校給食を提供す
る。

学校
保健
課

給食を「お
いしい」と
答えた子ど
もの割合

R7 72.6% R5
R5年度
比増

85.2 ％ 117.4% 230,000 229,798 順調

　令和6年度は「学校給食応援団」からの専門
的な助言や提案に基づく新メニューの提供に加
え、児童との給食交流等を実施することができ
た。給食を「おいしい」と答えた子どもの割合
は85.2％と目標値を超える高い評価が得られ
た。引き続き学校給食を「生きた教材」として
活用し、栄養教諭等と連携した食に関する指導
の充実を図るとともに、おいしい給食大作戦に
おいて、「学校給食応援団」に協力いただきな
がら、安全安心でおいしい給食の提供と魅力向
上に取り組む。

継続

ICTを活用した教育環境
の整備

5
情報教育の推
進

　教育におけるICT環境の
更なる充実及び学校の教
育活動全体を通した情報
教育を推進する。

教育
情報
化推
進課

教員が授業
の中で週3
回以上GIGA
端末を活用
する割合の
増加

R10

小学
生：

74.8%
中学
生：

67.2%

R5

全国平
均値以
上

（小：
93.2%
中：

90.8%）

小：
81.9%
中：

86.1%

小：
87.9%
中：
94.8%

541,947 541,560
概ね
順調

　ICTを活用した授業スキルの向上を目的とし
た研修の実施は、着実に教員の「授業観の転
換」に繋がる指導力を向上させ、児童生徒が1
人1台端末を活用した学習機会の向上にも繋
がっている。

継続

6
システムを活
用した教職員
の負担軽減

　校務支援システム等を
活用した事務処理の効率
化や見直し・削減を行
う。

教育
情報
化推
進課

こどもと向
き合う時間
（指導時間
を含む）が
確保できて
いると感じ
ていると答
えた教職員
の割合

R10 65.3% R5 68.0 ％ 65.7 ％ 96.6% 154,640 148,460
概ね
順調

　システムの稼働確保のための日常的な保守作
業や、ネットワーク機器の定期保守作業などを
行った。不可抗力による停止がわずかにあった
が、十分な稼働が得られており、成果指標達成
の下支えとなっている。

継続

外国語教育の推進 1

　令和6年度は、管理職と研究主任を対象とし
た小学校、中学校2日間の研修、市内の外国語
教育リーディングスクールでの公開授業研修会
を実施し、また、令和6年度新規リーディング
スクール指定校の取組を全市に共有するなど、
北九州市型外国語教育の一層の普及に取り組ん
だ。
　英語教育実施状況調査における中学校卒業段
階で英検3級程度以上の生徒の割合は48.4％
で、令和5年度に比べ増加しており、また、各
学校において外国人ALTを活用した学習改善、
授業改善が継続的に行われ、「やり取り・即興
性」に特化した言語活動の工夫が行われてい
る。
　今後は、年間を通じた授業の支援訪問、若年
層をターゲットにしたセミナーの実施などの取
組をより充実させ、北九州市型外国語教育の更
なる推進を図る。

中学校卒業
段階で、
CEFR　A1レ
ベル（英検
3級程度）
以上の生徒
の割合

学校
教育
課

　北九州市型外国語教育
の推進をはじめ、外国語
指導助手（ALT）の配置等
による指導体制の充実や
子どもの学習意欲を高め
る取組等を実施すること
により、北九州市と世界
の架け橋となる人材を育
成する。

北九州市型外
国語教育の推
進

R10 ％％ 321,283326,22580.7%48.460.048.3%

実績値
評価 主な取組と成果に対する評価

今後の
方向性

予算額
（千円）

決算額
（千円）

教職員の負担軽減による
教育環境の充実

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課

目標値 実績値 目標値

継続
概ね
順調

R5
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KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率実績値
評価 主な取組と成果に対する評価

今後の
方向性

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課

目標値 実績値 目標値

7
教職員の負担
軽減に向けた
校務DXの取組

　ダッシュボードを活用
し、働きやすい環境を
作ったうえで、事務時間
を削減し、こどもと向き
合う時間を増やしたり、
こどもたちの学びの質の
向上や学習支援の充実を
図ったりする。

企画
調整
課

こどもと向
き合う時間
（指導時間
を含む）が
確保できて
いると感じ
ていると答
えた教職員
の割合

R10 65.3% R5 68.0 ％ 65.7 ％ 96.6% 6,300 2,809
概ね
順調

　学校に「可視化された教育データ（教育ダッ
シュボード）」を提供し、学校運営での利活用
について実証を行った。実証では、教職員に
とって有益なデータ（エビデンス）の可視化を
図り、経験や勘といった属人知だけに頼らな
い、データ利活用が教育の質の向上に資するか
を検証した。
　事後アンケートでは、教員から「生徒への声
かけの目安になった」「授業改善に役立てるこ
とができた」など高い評価が得られ、「こども
と向き合う時間が確保できていると感じている
と答えた教職員の割合」も65.7％と目標値に近
い結果となったため、全校展開できるものは引
き続き教育ダッシュボードの一部機能を運用す
るとともに、校務支援システムとの連携など、
システム改修等が必要なものについては、今後
検討していく。

継続

8

教員業務支援
員（スクー
ル・サポー
ト・スタッ
フ）の配置事
業

　学校現場における業務
改善の一環として、教員
の負担を軽減し、こども
と向き合う時間を確保す
るため、教員業務支援員
の配置を行う。

教職
員課

こどもと向
き合う時間
（指導時間
を含む）が
確保できて
いると感じ
ていると答
えた教職員
の割合

R10 65.3% R5 68.0 ％ 65.7 ％ 96.6% 538,698 530,872
概ね
順調

　教員業務支援員を全小中学校に配置（小学校
126校、中学校62校）することを目標とし、積
極的な配置を推進している。また、「こどもと
向き合う時間が確保できていると感じていると
答えた教職員の割合」も65.7％と目標値に近い
結果となっており、引き続き、全小中学校へ配
置できるよう取り組んでいく。

継続

10
こどもまんな
か教育プラン
推進事業

　「北九州市こどもまん
なか教育プラン」の周
知・浸透及び教職員の
ウェルビーイングの向上
のために、ワークショッ
プや研修を実施する。

企画
調整
課

将来の夢や
目標を持っ
ているこど
もの割合

R10

小：
81.1%
中：

66.8%

R5

小：
81.9%
中：

67.5%

小：
82.0%
中：

65.7%

小：
100.1%
中：
97.3%

2,159 2,074
概ね
順調

　対話型の教職員研修として「先生カフェトー
ク」を全6回実施し、約100名が参加した。参加
者から好意的な感想が聞かれるなど、「質の高
い教育環境」の実現につながる研修となった
が、令和6年度は定員を設け、任意参加として
いたため、少人数での実施となった。令和7年
度はさらなるプラン浸透・実践のために、任意
参加から該当年次教職員の必須研修へと見直
し、受講者の拡大を図る。

継続

11
心の教育推進
事業

　伝統文化や異年齢・地
域交流などの体験を生か
して、児童生徒が自己の
生き方についての考えを
深める道徳教育を推進す
るとともに、先人の業績
や地域の歴史に関する学
習を深め、郷土を愛する
心など豊かな心を育成す
る。

学校
教育
課

「自分には
よいところ
がある」と
回答した児
童生徒の割
合

ー

小6：
80.3%
中3：
78.1%

R5

全国平
均以上
（小6：
84.1%
中3：

83.3%）

小6：
81.9%
中3：
83.2%

小6：
97.4%
中3：
99.9%

地域や社会
をよくする
ために何か
してみたい
と思うこど
もの割合

R10

小6：
75.3%
中3：
62.3%

R5

小6：
80.0%
中3：
70.0%

小6：
83.6%
中3：
73.7%

小6：
104.5%
中3：
105.3%

4,010 3,707 順調

　伝統文化体験学習や総合的な学習の時間等を
通して、地域交流を概ね実施することができ
た。また、北九州市道徳教育推進事業におい
て、指定校を決定し、道徳教育や「考え、議論
する道徳」を目指した道徳科の授業研究を推進
するとともに、その研究の成果を全市に発信
し、普及を図った。
　児童生徒の「自分にはよいところがある」、
「地域や社会をよくするために何かしてみた
い」と思う割合はともに高い数値となってお
り、心の教育推進につながったものと考える。
　今後も引き続き、北九州道徳郷土資料を活用
した授業の実施や、「考え、議論する道徳」の
実践の推進などの取組を通して、児童生徒の豊
かな心の育成を図っていく。

継続

　北九州市立高等学校の
教育内容の更なる充実を
図るため、企業・大学等
との連携・協働体制の強
化、学習環境の整備等を
行う。

北九州市立高
等学校の魅力
向上推進事業

特色ある教育環境の整備 継続
概ね
順調

92.0%R5R109 77.8% 80.0 73.6 14,73917,549

　令和6年度から文部科学省より高等学校DX加
速化推進事業補助金（DXハイスクール）の指定
を受け、ハイスペックPCや3Dプリンター等の高
性能のICT環境の整備を行った。併せて職員研
修を行い、探究的な学びをより充実させるため
のICT環境の効果的な活用について検討し、令
和7年度の本格的な活用に向けた準備を行っ
た。
　また、「総合的な探究の時間」や、学校設定
科目「イチリツ・プロジェクト」における、共
育型インターンシップ（インタビューシップ）
や、大学と連携したデータサイエンス教育の実
施など、生徒の学習を充実させることができ
た。
　その結果、「学習を通じて、自分がしたいこ
とが増えている」と感じる生徒の割合は73.6％
と、目標値の80.0％に近い結果となっている。
　今後も引き続き、ハイスペックPC等の増台な
ど、高性能なICT環境の整備に取り組むととも
に、大学や企業との連携を更に強化し、北九州
市立高等学校の教育内容の更なる充実を図って
いく。

％％

「学習を通
じて、自分
がしたいこ
とが増えて
いる」と回
答する生徒
の割合

学校
教育
課

「こどもまんなか」の教
育施策の推進
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KPI（成果指標①） KPI（成果指標②）

事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率 事業目標
標
度

目
年

基準値
準
度

基
年

達成率実績値
評価 主な取組と成果に対する評価

今後の
方向性

予算額
（千円）

決算額
（千円）

主な施策
務
業
号

事
事
番

主要事務
事業名

事業概要
担
当
課

目標値 実績値 目標値

本市の特色を活かした教
育活動の推進

12
環境教育推進
事業

　「SDGs未来都市」とし
て、SDGs環境アクティ
ブ・ラーニングを、小学
校4年生を対象とし、環境
ミュージアムやエコタウ
ン等関連施設での体験的
な学習および環境教育に
関する研究を推進するこ
とにより、環境教育の充
実を目指す。

次世
代教
育推
進課

授業が自分
に合った教
え方、教
材、学習時
間などに
なっている
と思うこど
もの割合

R10

小：
81.7%
中：

73.6%

R5

小：
82.4%
中：

74.9%

小：
83.1%
中：

79.9%

小：
100.8%
中：

106.7%

12,992 9,143 順調

　小学校4年生の総合的な学習の時間の中で、
北九州市の自然に直接触れたり、環境ミュージ
アム、エコタウン等の環境教育関連施設を活用
したりする「SDGs環境アクティブ・ラーニン
グ」を実施し、105校の小学校が参加した。成
果指標である「授業が自分に合った教え方、教
材、学習時間などになっていると思うこどもの
割合」については、小中学生でいずれも実績が
目標を上回った。引き続き、北九州市の自然や
環境の保全、3R活動等に自ら課題を見出し、解
決に取り組む市民環境力を身につけさせ、持続
可能な社会の担い手を育成し、シビックプライ
ドの醸成を図る。

継続

Ⅲ「安らぐまち」の実現

13

学びの多様化
学校（不登校
特例校）設置
検討事業

　学びの多様化学校開設
に向けて、開設時期、設
置場所、対象者、カリ
キュラム等について、検
討を行う。

指導
企画
課

学びの多様
化学校（不
登校特例
校）設置方
針の決定

R7 ― ― 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0% 1,000 673 順調

　学びの多様化学校については、他都市の状況
調査や局内での検討を重ね、令和9年4月開校を
目指す方針を表明した（令和7年3月21日予算特
別委員会にて）。今後、安全かつ適正に開校準
備を進めることができるように、対象とする児
童生徒の範囲や教育課程、教職員等の配置、施
設整備など、より具体的に検討していく。

継続

14
ひまわり中学
校（夜間中
学）の開校

　学齢期を超えた15歳よ
り上の小学校や中学校を
卒業したことがない人
や、不登校などで勉強で
きないまま中学校を卒業
した人、 外国の人など
が、義務教育相当の教育
を受けるため、夕方から
授業をする夜間中学「ひ
まわり中学校」を開校す
る。

企画
調整
課
学事
課
学校
保健
課
指導
企画
課

ひまわり中
学校（夜間
中学）の開
校

R6 ― ―

ひまわ
り中学
校（夜
間中

学）の
開校

ひまわ
り中学
校（夜
間中

学）の
開校

100.0% 98,680 66,448 順調

　北九州市初の公立夜間中学校「北九州市立ひ
まわり中学校」を令和6年4月に開校し、令和6
年度は1年生：10名、2年生：1名、3年生：2名
が入学した。
　国籍にかかわらず、義務教育を修了しないま
ま学齢期を経過した人や不登校など様々な事情
により十分な教育を受けられなかった人々に対
して、「学ぶことが楽しい」「学び続けたい」
と思える学校、「仲間といろんな経験」ができ
る学校を目指す。

継続

学校と地域の連携による
学校運営

16
学校と地域の
連携による学
校運営

　コミュニティ・スクー
ルを核として、地域との
連携・協働を図り、「地
域とともにある学校づく
り」を推進する。
　地域学校協働本部・ス
クールヘルパー事業をは
じめ、様々な市民ボラン
ティア等と連携し、安
全・安心な学校づくりや
教育活動に係る支援な
ど、各学校の実情に応じ
て、地域全体で学校教育
を支援する取組を進め
る。

次世
代教
育推
進課
学校
教育
課

「教育的効
果が得られ
た」と回答
した地域学
校協働活動
実施校の割
合

― 93.5% R5
R5年度
比増

95.0 ％ 101.6% 27,178 21,325 順調

　「地域学校協働本部」を各中学校区に設置
し、学校と地域のボランティアとの連絡調整を
行う「地域学校協働活動推進員」や、教育活動
の支援を行う「スクールヘルパー」を中心に、
学校支援活動や学びによるまちづくり、地域活
動などの様々な活動を推進した。アンケートに
おいて、「教育的効果が得られた」と回答した
地域学校協働活動実施校の割合は令和5年度の
結果を上回った。

継続

不登校・いじめ対策の強
化

継続
概ね
順調

小学
生：
98.9%
中学
生：

100.8%

小学
生：

84.1%
中学
生：

80.6%

小学
生：

85.0%
中学
生：

80.0%

小学
生：

83.8%
中学
生：

78.9%

R5R1015

　不登校児童生徒の居場所づくりとして、ス
テップアップルームの設置、一人一台タブレッ
ト端末を利用したオンライン授業などの取組を
進めている。
　「長期欠席対策検討会議」や「不登校対策
リーダー養成研修会」を開催し、各学校におけ
る不登校対策の好事例等を集約して全校に周知
するとともに、スクールソーシャルワーカーや
スクールカウンセラー等の専門家が課題解決に
向け、きめ細やかに対応を行って、各学校で未
然防止の取組を進められるよう組織的に取り組
んでいる。
　いじめ対策については、研修会や校内研修等
を適宜実施し、いじめの定義や「いじめ防止基
本方針」に関する職員の理解を深め、いじめの
早期発見・適切な初期対応を行うよう取り組ん
だ。その結果、目標値に対する達成率も小学生
98.9％、中学生100.8％と高い値となってい
る。
　以上の取組の結果、学校に行くのは楽しいと
思うこどもの割合が増加していると推測される
ことから、「概ね順調」と判断。

学校に行く
のは楽しい
と思うこど
もの割合

生徒
指導
課

　「誰一人取り残されな
い学びの保障に向けた不
登校対策（COCOLOプラ
ン）」等に基づき、不登
校の未然防止、スクール
カウンセラー・スクール
ソーシャルワーカーなど
による相談体制の充実を
進める。
　「いじめ防止対策推進
法」に基づいた対応の徹
底を図るとともに、いじ
めの未然防止、いじめの
積極的な認知と早期の組
織的対応、いじめ重大事
態への対応、関係機関等
との連携などの対策を講
じる。

不登校・いじ
め対策の強化

276,293298,192

学びの機会の確保
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